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命 令 書（写）

再審査申立人 吾妻自動車交通株式会社

同 有限会社飯坂吾妻交通

再審査被申立人 全国自動車交通労働組合連合会

福島地方本部福島支部吾妻分会

主 文

初審命令主文第１項ないし第４項を次のとおり変更する。

１ 吾妻自動車交通株式会社及び有限会社飯坂吾妻交通は、別添表（添付省

略、以下同じ）のうち「21 Ｘ1 」を除く全国自動車交通労働組合連

合会福島地方本部福島支部吾妻分会所属の組合員２２名（以下「本件組合

員」という。）に対し、次の措置を講じなければならない。

(1) 有限会社飯坂吾妻交通は、同社において、吾妻自動車交通株式会社か

ら解雇された時点での原職に相当する職務に直ちに就労させること。

(2) 吾妻自動車交通株式会社及び有限会社飯坂吾妻交通は、本件組合員が

平成１９年４月１日から有限会社飯坂吾妻交通において現実に就労する

までの間の賃金相当額（吾妻自動車交通株式会社が同年１月から同年３

月までの間に支払った賃金の１か月当たりの平均額を１か月分の賃金相

当額として計算した額）を連帯して支払うこと。

ただし、本件組合員のうち、ｐ、ｂ及びＸ3については、平成２０年１
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月１日から同年１２月３１日までの間に、それぞれ支払うべき賃金相当

額からその１割に相当する額を控除することができる。

(3) 本件組合員の労働条件については、有限会社飯坂吾妻交通が当該組合

員を平成１９年４月１日に雇用していたとしたなら適用していたと同様

の労働条件とすること。

２ 吾妻自動車交通株式会社及び有限会社飯坂吾妻交通は、全国自動車交通

労働組合連合会福島地方本部福島支部吾妻分会の組合員であった故Ｘ1の相

続人である X10、X11及び X12に対し、平成１９年４月１日から同２０年６月

２２日までの間、故Ｘ1が有限会社飯坂吾妻交通に雇用されていたとしたな

ら支払われるべき賃金相当額（吾妻自動車交通株式会社が同１９年１月か

ら同年３月までの間に支払った賃金の１か月当たりの平均額を１か月分の

賃金相当額として計算した額）を連帯して支払わなければならない。

３ 吾妻自動車交通株式会社及び有限会社飯坂吾妻交通は、全国自動車交通

労働組合連合会福島地方本部福島支部吾妻分会に対し、本命令書受領の日

から１週間以内に下記内容の文書を手交しなければならない。

記

平成 年 月 日

全国自動車交通労働組合連合会福島地方本部

福島支部吾妻分会

執行委員長 Ｘ0 殿

吾妻自動車交通株式会社
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代表者 清算人 Ｙ0 ,

有限会社飯坂吾妻交通

代表者 取締役 Ｚ ,

①吾妻自動車交通株式会社が貴組合の組合員２４名を平成１９年３月３

１日付けで解雇し、有限会社飯坂吾妻交通が同年４月１日付けをもって同

組合員らを雇い入れなかったことは労働組合法第７条第１号及び第３号

の、②吾妻自動車交通株式会社が貴組合の同年３月１８日付け団体交渉申

入れを拒否したことは労働組合法第７条第２号の、③同月２２日に吾妻自

動車交通株式会社の相談役が貴組合の組合員に対して行った発言等は労働

組合法第７条第３号の不当労働行為であると、中央労働委員会において、

それぞれ認定されました。

吾妻自動車交通株式会社は上記①ないし③について、不当労働行為と認

定されたことについて真摯に受け止めます。また、有限会社飯坂吾妻交通

は同①について不当労働行為と認定されたことについて、真摯に受け止め

ると共に、今後、このような行為を行わないよう留意します。

（注：年月日は文書を手交した日を記載すること）

理 由

第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

(1) 全国自動車交通労働組合連合会福島地方本部福島支部吾妻分会(以下

「組合」という。）は、吾妻自動車交通株式会社（以下「吾妻自動車」

という。）の次の行為が不当労働行為に当たるとして、平成１９年３月
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５日（以下、平成の元号は省略する。）、同月１３日及び同年４月５日、

福島県労働委員会（以下「福島県労委」という。）に対して救済を申し

立てた。

① 同年３月２日開催の株主総会で解散を決議したとし、同年４月２日

には同月１日付けをもっての解散登記を行い（以下「本件会社解散」

という。）、同年３月３１日付けをもって組合の組合員（以下「組合員」

という。）を解雇したこと（以下「本件解雇」という。）（労働組合法

第７条第１号、第３号及び第４号）（申立事実①）。

② Ｙ2相談役（以下「Ｙ2」又は「Ｙ2相談役」という。)をして、未払退

職金問題について、組合を介さずに組合員と個別交渉したこと（労働

組合法第７条第３号）（申立事実②）。

③ 組合の同月１８日付け本件解雇に係る団体交渉申入れ（以下「本件

団交申入れ」という。）を拒否したこと（労働組合法第７条第２号）（申

立事実③）。

④ 同月２２日の吾妻自動車のＹ2相談役が組合員に対して行った発言等

（労働組合法第７条第３号）（申立事実④）。

(2) 組合は、１９年４月２７日付け書面をもって、吾妻自動車と有限会社

飯坂吾妻交通（以下「飯坂吾妻」、吾妻自動車と併せて「両社」という。）

は実質的には同一企業であること、申立外吾妻商事株式会社（以下「吾

妻商事」という。）の代表取締役Ｙ2が吾妻自動車の相談役として団体交

渉等への参加及び同社の整理計画に関与しているなど吾妻自動車と吾妻

商事は実質的な一体性を有し、上記２社は組合員の労働関係上の利益に

支配力を及ぼしうる立場にあるとして、飯坂吾妻（取締役Ｚ）及び吾妻

商事（代表取締役Ｙ0及び同Ｙ2）を本件の当事者として追加するよう申

し立てた。そして、本件会社解散及び本件解雇については、吾妻自動車
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の労働組合法第７条第１号及び第３号の不当労働行為であると共に、飯

坂吾妻に吾妻自動車の非組合員のみを雇用させたことは、組合員の排除

であり、労働組合法第７条第１号及び第３号の不当労働行為であるとも

主張し、上記(1)①の申立事実に「飯坂吾妻へ事業を移転し、その際同

社に組合員を採用しないことにより組合員を排除したこと（以下「本件

雇入れ拒否」という。）」との内容を加えた（申立事実①の変更。以下、

「申立事実①」とは当該変更後のものである。）。

さらに、同年５月２日付け書面をもって、Ｙ0は、吾妻自動車、飯坂吾

妻及び吾妻商事の代表取締役として、実質的経営権を長年にわたり保持

し、組合の労使関係上の利益に決定的支配力を及ぼし得る立場にあった

として、同人を本件の当事者として追加するよう申し立てた。

同月２２日、福島県労委は、上記申立てに対し、飯坂吾妻を本件の当

事者として追加した。

２ 請求する救済の内容の要旨

(1) 吾妻自動車は、組合員に対する本件解雇を撤回し原職又は原職相当の

職場に復帰させること、並びに１９年４月１日以降、原職又は原職相当

の職場に復帰するまでの間、同人らが受けるはずであった賃金相当額及

びこれに対する年６分の割合による遅延損害金を支払うこと。

飯坂吾妻は、上記原職復帰、職場に復帰するまでの間の賃金相当額の

支払等、本件会社解散及び本件解雇に係る原状回復に関して、吾妻自動

車と連帯して責任を負うこと。

(2) 吾妻自動車は、組合員に対して、未払退職金問題に関する事項につい

て、組合の頭越しに個別交渉を持ちかけてはならないこと。

(3) 吾妻自動車は、組合の本件団交申入れに対して誠実に臨むこと。

(4) 吾妻自動車は、「労働組合の組織運営に支配介入してその活動を妨害
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したことは７条３号違反の不当労働行為でありその行為につき深く反省

し謝罪する」旨の陳謝文の掲示及び謝罪広告の掲載をすること。

３ 初審命令の要旨

福島県労委は、２０年５月２７日付け命令をもって（同月３０日交付）、

(1)申立事実①については、吾妻自動車の解散の理由は経営の悪化であっ

たと認めることはできないこと、吾妻自動車を解散して組合員を排除し、

飯坂吾妻で事業を継続する意図がうかがえること等から、本件会社解散及

び本件解雇は、労働組合法第７条第１号及び第３号に該当する不当労働行

為である（ただし、同条第４号には該当しない。）、(2)申立事実②につい

ては、組合を軽視し組合員に動揺を与える行為であり、同条第３号に該当

するが、吾妻自動車が未払退職金について供託してその支払債務が消滅し、

組合員らはこれに係る仮差押命令を取り下げていることから救済は命じな

い、(3)申立事実③については、本件団交申入れを拒否する正当な理由は

なく同条第２号に該当するが、団交申入れ事項は本件解雇に関するもので

あり、初審命令主文第１項（飯坂吾妻に対し吾妻自動車による解雇がなか

ったと同様に取り扱う旨の命令）のとおりであるから、救済は命じない、

(4)申立事実④については、Ｙ2相談役の発言等は組合の運営を弱体化する

行為で同条第３号に該当する、とした。そして、飯坂吾妻は実質的に解散

前の吾妻自動車及び飯坂吾妻と連続性及び一体性を有しており、吾妻自動

車の負う不当労働行為責任は飯坂吾妻も免れることはできないとして、飯

坂吾妻に対し、組合員に対する本件解雇がなかったものとしての取扱い及

び１９年４月１日から就労日までの賃金相当額の支払を、吾妻自動車に対

し、飯坂吾妻と連帯して上記賃金相当額の支払、及び組合の組織運営に支

配介入しその活動を妨害したことが労働組合法第７条第３号の不当労働行

為であり深く反省し謝罪すると共に今後このような行為を一切行わないこ
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とを約束する旨の文書の手交等を命じ、その余の救済申立てについては棄

却した。

４ 再審査申立ての要旨及び再審査の対象

両社は、２０年６月１２日、上記３の救済命令について、初審命令の取

消し、救済申立ての棄却を求めて、再審査を申し立てた。

なお、申立事実②については、初審命令が上記３の(2)のとおり労働組

合法第７条第３号に該当するが救済は命じないとしており、組合はこのこ

とについて不服を申し立てていないから、申立事実②は再審査の対象には

ならない。これに対して、申立事実③については、上記３の(3)のとおり、

初審は、組合の請求どおりの本件団交申入れに対する団交応諾は命じてい

ないが、初審命令主文第１項で飯坂吾妻に対し吾妻自動車による解雇がな

かったと同様に取り扱う旨を命じたことにより、その限度で同申立事実に

ついての救済をも行っているものと認められ、これについては両社に取消

しの利益があるといえるから、再審査の対象となる。

結局、申立事実①、同③及び同④が本件再審査の対象となる。

５ 本件初審命令後の事情

２０年８月１１日、吾妻自動車は清算を結了したとして、翌１２日、閉

鎖登記手続を行った。

第２ 争点

１ 申立事実①

本件会社解散及び本件解雇並びに飯坂吾妻への事業移転とその際の組合

員の排除は、吾妻自動車又は両社による労働組合法第７条第１号及び第３

号の不当労働行為に当たるか。

なお、組合は、後記第３の１の(1)イのとおり、申立事実①に係る吾妻
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自動車の行為の責任を飯坂吾妻が承継する旨主張するが、その理由として

両社は実質的に一体であるとしていること、前記第１の１の(2)の飯坂吾

妻に係る当事者追加の申立てにおいても、その理由として両社が実質的に

同一企業であることを挙げていることから、同①に係る争点は上記のとお

りとする。

２ 申立事実③

吾妻自動車が本件団交申入れに応じないことは、労働組合法第７条第２

号の団体交渉拒否に当たるか。

３ 申立事実④

１９年３月２２日のＹ2相談役の組合員に対する発言等は、労働組合法第

７条第３号の支配介入に当たるか。

４ 本件解雇後の賃金相当額の支払（以下「本件バックペイ」という。）を

命じる場合は、組合員が解雇後に得た収入を控除すべきか。

第３ 当事者の主張の要旨

１ 争点１（申立事実①）（本件会社解散及び本件解雇並びに飯坂吾妻への

事業移転とその際の組合員の排除は、吾妻自動車又は両社による労働組合

法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に当たるか）について

(1) 両社の関係等について

ア 両社の主張

(ｱ) 初審命令は、実質的同一性の理論と「法人格否認の法理」は同一

の理論ではなく、不当労働行為制度における行政救済においては、

必ずしも「法人格否認の法理」の要件によらず、実質的な同一性が

認められれば足りると解されるとした。

しかし、「実質的同一性」の理論については、司法機関による確
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立した判断基準・要件は定立されておらず、いかなる要件があれば

同一性が肯定されるのかは不明確であるから、適正手続の保障に違

反する。

(ｲ) 実質的同一性とは、ある場面に限って会社の人格の個別独立性を

否定し、別の会社との法人格の同一性を認めるとの理論であるから、

その有無の判断は、結局、いわゆる「法人格否認の法理」に従って

なされるものであり、初審命令は判断基準を誤る違法を犯している。

法人格否認の法理における「法人格の形骸化」は、親子会社の場

合、否認の対象となる会社の総会・取締役会の不開催、財産・業務

の混同等の事実が必要である。

(ｳ) これを本件で見ると、両社とも、それぞれ別個の組織を有し、別

個独立の経理決算処理・税務処理をし、労働組合も別個に存在した

等、社会的に個別独立な存在であり、実質的には社員の個人営業又

は親会社の営業の一部門にすぎないという事実はないし、管理支配

が現実的統一的で活動そのものが社会的に見て単一性を有するとい

う事実もないので、法人格が全くの形骸に過ぎない場合及び法人格

が法律の適用を回避するために濫用される場合とは認められない。

イ 組合の主張

(ｱ) １９年３月以前、両社は、「あづまタクシー」として同一の事業

を行ってきた関係にあり、同一会社内の本支店同様の分かちがたい

関係にあった。飯坂吾妻は吾妻自動車の１００％子会社として、両

社は「あづまタクシー」という共通利害をもって同一の事業を営ん

できたのであり、そもそも承継に当たってそれらを分割することな

どできない。

(ｲ) 飯坂吾妻の譲渡後については、経営者は形式上同一ではないが、
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同経営者のＺ（以下「Ｚ」又は「Ｚ社長」という。）は吾妻自動車

のＹ0（以下、吾妻自動車及び飯坂吾妻の代表取締役の立場のときは

「Ｙ0社長」と、Ｙ0個人の立場のときは社長辞任後も含め「Ｙ0社長

個人」という。）と親密な関係にある人物であると共に、株式売買

代金支払の猶予、巨額の債務免除、飯坂吾妻の滞納債権の肩代わり、

吾妻自動車の施設の無償供与等、日常的便宜供与の援助を通して、

実質的に吾妻自動車が掌握し続けている。

(ｳ) また、雇用関係に関しては、飯坂吾妻への再就職を希望した非組

合員及び組合脱退者の全員が採用されている。

ただし、同年４月１日時点で組合に所属していた組合員の飯坂吾

妻への採用はなかった。

さらに、吾妻自動車の営業場所、営業エリア、自動車、配車施設、

事務設備、機械等はそのまま飯坂吾妻に引き継がれていることから、

飯坂吾妻の事業内容は吾妻自動車との高度の承継性が認められる。

(ｴ) したがって、両社の関係は実質的に一体であり、飯坂吾妻は、吾

妻自動車の使用者としての地位、不当労働行為責任を承継する。

(2) 不当労働行為該当性の有無

ア 両社の主張

(ｱ) 初審命令は、１５、１６年度の吾妻自動車の決算期はいずれも黒

字であり、１７、１８年度の決算も実質的には黒字であったから、

客観的にはキャッシュフローにおいて吾妻自動車は営業を継続する

ことが可能であり、経営の悪化が解散の真の理由であったとは認め

られないと判断しているが、キャッシュフローは、会社の経営状態

を判断する一つの指標ではあるが、唯一無二の基準ではない。初審

命令は、経営者の意欲や士気など主観面をも斟酌し、解散の真の理
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由を総合して判断する努力を怠っている。

(ｲ) １７、１８年度決算において、黒字額は僅少であり、長期借入金

だけでも１７年度約４９００万円、１８年度約４７００万円もあっ

たのであるから、多額の負債の負担の下での吾妻自動車の経営が容

易でないことは明らかであり、１４年３月から月例賃金の遅配が始

まり解散まで非常に困難な経営状況が続いてきたことが解散の契機

である。

(ｳ) 吾妻自動車の解散当時、同社の資金繰りは、Ｙ0社長個人に依存せ

ざるを得ない状況となっていた。飯坂吾妻に対する短期貸付金約３

６００万円の原資は、もともとＹ0社長個人が吾妻自動車に貸し付け

たものであるから、Ｙ0社長個人は、吾妻自動車への債権を放棄すれ

ば吾妻自動車の飯坂吾妻に対する債権がなくなるものと認識し、さ

らに、吾妻自動車の債務の弁済に自身の資産を売却した資金を充て

ることによって経営責任を全うしようと考えた。

したがって、吾妻自動車が、飯坂吾妻を利用して吾妻自動車を解

散してその営業を引き継がせ、組合を排除した形でこれまでどおり

の営業を続けることの利益や合理的理由がないのに偽装解散をする

はずがない。

(ｴ) Ｙ0社長は、１８年１０月ごろに吾妻自動車の解散を決意しており、

過去には組合との交渉等の中で会社をやめたい旨伝えている。Ｙ2相

談役が、同年９月下旬以降、特に、同年１０月２１日から１９年１

月２０日までの期間（以下「本件目標期間」という。）を通じてタ

クシー１台当たり月７０万円を営業収入目標とし、それが達成でき

ない場合は吾妻自動車を整理する旨説明していた。従前から組合と

吾妻自動車の関係は必ずしも良好ではなかったが、同事案から明ら
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かなように、吾妻自動車の解散及び本件解雇は経営上の理由による

ものであり、あえて組合に混乱を生じさせるようなことはしない。

(ｵ) Ｙ0社長は、自らの私財を売却し組合員ら従業員の退職金を支払っ

ており、この行為は明らかに組合嫌悪とは相反する行為である。組

合を嫌悪しているのなら、吾妻自動車は、会社整理の方法としては

解散ではなく、債務超過を理由とする破産手続を採ることもできた。

しかし、Ｙ0社長は、あえて清算手続を選択し、私財をもって組合員

の未払退職金全額などの会社の債務を支払っているのである。

(ｶ) 国土交通省東北運輸局福島運輸支局（以下「福島運輸支局」とい

う。）に「一般乗用旅客自動車運送事業の休止届出書」（以下「休止

届」という。）を提出したり（休止届の提出は、同局の指導を受け、

事業廃止する前提としてなされたものである。）、飯坂吾妻の１８年

度分確定申告書を代表者Ｙ0社長名で提出する等、両社の「解散」や

「解雇」に疑いを差し挟まれるおそれのある行為を、両社は本件救

済申立てがなされた後にもなお行い、かつ疑いを差し挟まれる痕跡

を残しているが、これら両社の行為は、「計画的」な「偽装解散・

解雇」とは明らかに矛盾する行為である。

(ｷ) 以上のとおりであるから、吾妻自動車の解散は偽装解散ではなく、

同解散及び本件解雇は、労働組合法第７条第１号及び第３号には該

当しない。

イ 組合の主張

(ｱ) Ｙ0社長と吾妻自動車のＹ1常務（辞任後も含めて、以下「Ｙ1常務」

という。）の数々の組合を嫌悪するような発言が示すように、吾妻

自動車には日常的に強い組合嫌悪の念があった。

(ｲ) １７年１０月ごろには、Ｙ1常務がＸ2組合執行委員（以下「Ｘ2」



- 13 -

又は「Ｘ2執行委員」という。）に対し、「飯坂営業所はＸ0組合執行

委員長（以下、「Ｘ0」、同人が書記長であったときは「Ｘ0書記長」、

同年９月１１日に執行委員長に就任後は「Ｘ0委員長」という。）の

影響を受けているから、飯坂営業所をなくす方向で検討中。」、「飯

坂営業所の組合員が生意気になってきたから、飯坂営業所を飯坂吾

妻に統合するか、吾妻自動車自体をなくして飯坂吾妻に統合するか

を考えている。」などと発言しており、このころから吾妻自動車を

解散する意図があった。

(ｳ) １８年１０月１３日の団体交渉において、組合は、Ｙ2相談役から

タクシー１台当たりの営業収入目標を月７０万円とする趣旨の提案

がなされ、それに向かって労使が努力していくことには同意したが、

会社からその目標が達成されなかった場合は会社を整理するという

条件が提示され、それに対して同意したということはない。吾妻自

動車は、会社の解散について具体的資料に基づく誠意ある協議や説

明をするどころか、その姿勢すら示していない。

(ｴ) Ｙ2相談役が作成した試算表は、収入を低く費用を高くすることで

損益分岐点を高く見積もらせ、吾妻自動車の解散の必然性を裏付け

ようとしたものである。また、Ｙ2相談役は、Ｙ0社長が吾妻自動車

を解散するか否かを決める際に、両社の売上げを合算、平均した資

料を作成したことは、吾妻自動車の解散を経営的な理由による解散

にするという意図があった。

(ｵ) 吾妻自動車を迂回した飯坂吾妻への融資は、吾妻自動車の負債を

少しでも増額させ、吾妻自動車を清算せざるを得ないかのように見

せかけるための手段である。

(ｶ) 福島運輸支局に「休止届」を申請したこと、また、１９年３月２
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０日ごろに事業用自動車登録台数を２９台から２２台に変更してい

ることは、吾妻自動車が事業を存続させ、組合を潰滅させたあとの

経営再開を意図していたことを示すものである。

(ｷ) 吾妻自動車の従業員で飯坂吾妻へ再就職を希望した者のうち、組

合に所属していなかった者はすべて飯坂吾妻に採用されたが、組合

に所属していた者は全く採用されなかった。

(ｸ) 以上の諸事実からすれば、吾妻自動車が、会社を解散したのは組

合潰し、組合員排除のための偽装解散であり、同解散及び本件解雇

は労働組合法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に該当する。

２ 争点２（申立事実③）（吾妻自動車が本件団交申入れに応じないことは

労働組合法第７条第２号の団体交渉拒否に当たるか）について

(1) 吾妻自動車の主張

現在まで団体交渉に応じていないが、本件審査手続中で解雇理由につ

いては説明している。

(2) 組合の主張

１９年３月１９日、吾妻自動車より、本件団交申入れに対する回答が

ファックスにてなされた。回答書には、「本件解雇予告撤回及び会社存続

については労働委員会において説明する」、「交渉日時については後日Ｆ

ＡＸする」と書かれていたが、その後、吾妻自動車からの交渉日時に関

する連絡はなく、団体交渉は開かれていない。

かかる会社の対応は、労働組合法第７条第２号の不当労働行為に該当

する。

３ 争点３（申立事実④）（１９年３月２２日のＹ2相談役の組合員に対する

発言等は、労働組合法第７条第３号の支配介入に当たるか）について

(1) 吾妻自動車の主張
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Ｙ2相談役は、１９年３月５日の組合との団体交渉以降、組合との交渉

に関する事項には一切タッチしないことにしていたのであえて吾妻自動

車本社では話を聞かないようにし、吾妻商事の事務所に組合副委員長の

Ｘ1（以下「Ｘ1」又は「Ｘ1副委員長」という。）とＸ3（前組合書記長。以

下「Ｘ3」又は「Ｘ3前書記長」という。）を伴った。ここで２人は、Ｙ2相

談役に対して内密にしてほしいと念を押した後、話し始めたが、それま

で真摯に相談をもちかけていると感じていたＹ2相談役は、この２人に問

われるままに個人的な意見を開陳した。

これは、Ｙ2相談役個人としてなされたものであり、吾妻自動車の行為

ではなく、組合員に欺罔され誘発された発言であるから、労働組合法第

７条第３号の支配介入には該当しない。

(2) 組合の主張

１９年３月２２日、Ｙ2相談役は、「Ｘ1さんは大変なことになる」、「個

人のことと、組合のことをかけ離さないと、Ｘ1さんのことは解決できな

くなる」、「自分の身を一番考えないとだめだよ」などとＸ1を脅かし、労

働組合の頭越しに個人的に仮差押事件の取下げを求め、個別解決を慫慂

した。

また、Ｙ2相談役はＸ3前書記長に対し、労働委員会や裁判をやっていた

ら離職票が出ず、失業保険をもらえなくなる等の嘘を言って同人を不安

にさせた上で、「組合を抜けたらいい」、「組合員でなかったら受け付けら

れる」旨述べて、組合脱退を勧誘した。

さらに、Ｙ2相談役は、本件とＹ0社長個人資産への仮差押を取り下げて

ほしい旨提案したことに対し、Ｘ3前書記長が「簡単に取り下げることは

できない」旨述べると、Ｙ2相談役は、同人に「全体集会などでＸ3が委員

長に立候補し、Ｘ0を降ろして新委員長となり、１週間以内に取下げした
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ら簡単にできる」という旨の提案をし、さらに「吾妻分会のＸ0の名前は

県下に広まっているから、Ｘ0を降ろして争議をおさめれば、経営者の評

価も高くなって再就職に有利になるだろう」旨述べ、組合委員長の交代

による労働争議収拾の勧誘をした。

これらＹ2相談役によるＸ3前書記長への組合脱退の勧誘及び組合役員の

放逐・交代による労働争議収拾の勧誘発言は、労働組合法第７条第３号

の労働組合運営への支配介入に該当する。

４ 争点４（本件バックペイを命じる場合は、組合員が解雇後に得た収入を

控除すべきか）について

(1) 両社の主張

解雇後の賃金相当額の支払命令には懲罰的な意義は含まれていない。

本件バックペイに当たっては、組合員が相当額の収入を得ている場合は、

これを控除すべきである。

(2) 組合の主張

両社による中間収入控除の主張は、本件再審査手続の最終調査日にお

ける追加主張、立証の提出期限を超えてなされたものであり、争点たり

得ない。これが争点となるとしても、パックペイ命令の主要な機能は、

使用者が復職の救済を遅らせれば遅らせるほど経済負担が増加すること

により、復職命令の実効性が確保されることにあるが、中間収入控除が

必要であるとすると、この機能が著しく阻害されることになる。特に、

解雇事件、偽装解散事件の場合は、労働組合の活動等の場所である会社

から労働者が強制的に排除され、労働組合の団結権は著しく侵害される

ことになるが、中間収入控除を認めると、使用者の「とりあえず解雇」、

不当労働行為の「やり得」を認め、これを助長することになり、労働委

員会は不当労働行為避止の公的責任を十分果たさないことになる。
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第４ 当委員会の認定した事実

１ 当事者等

(1)ア 吾妻自動車は、肩書地（福島市仲間町）において、昭和２６年４月

１９日にＶ0により設立された一般乗用旅客自動車運送事業を営む会社

であり、その後代表者（代表取締役）は、Ｙ8（Ｙ0社長の父親）を経

て、同５７年５月ごろ、同社長に引き継がれた。

同社は、福島市仲間町に本社をおき、同市旭町に旭町営業所及び同

営業所自動車整備工場、同市北五老内町に旭町営業所第二車庫、同市

泉に泉営業所、同市飯坂町湯野に飯坂営業所を有していた。

イ １９年３月３１日時点における吾妻自動車の役員は、代表取締役の

Ｙ0社長の外、取締役にＹ1常務（Ｙ0社長の息子）、Ｙ6（Ｙ0社長の弟）、

Ｙ5（Ｙ0社長の弟）、監査役にＹ7（吾妻自動車の関連会社である吾妻商

事取締役）が就任しており、同時点における同社の株主（括弧内は持

株比率）は、Ｙ0社長（５３．３３％）、Ｙ6（１３．３３％）、Ｙ5（１

３．３３％）、Ｖ1（吾妻自動車創業者Ｖ0の娘）（２０．００％）であ

った。

ウ 吾妻自動車は、同日、本件解雇を行い、続いて同年４月２日、同月

１日付けをもっての解散登記を行い、Ｙ7監査役以外の役員は同月２日

以降退任し清算人にＹ0社長が就任した。

エ ２０年８月１１日、同社は清算を結了したとして、翌１２日、閉鎖

登記手続を行った。

なお、同月１０日付けの清算報告書によれば、債務の弁済、清算に

係る費用の金額は０円、１９年４月２日から２０年８月１０日までに

回収した債権の総額は５２７９万４１４７円というのみで、清算の詳
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細な内訳は不明である。

また、同社の債務超過額は１億６０９６万９４４円であり、相当部

分がＹ0社長個人に対する債務であったところ、Ｙ0社長個人に対する

債務のうち４３１０万６１２０円は同社の第三者に対する債務（社会

保険料及び労働保険料合計）をＹ0社長個人が代位弁済したことによる

ものであったが、同社長個人は当該代位弁済分に係る求償権債権及び

その余の同人の債権全額について債権放棄をした。

オ 吾妻自動車は、福島運輸支局に対し、１９年４月９日、「休止届」

を、２０年４月４日には、「一般乗用旅客自動車運送事業の廃止届出

書」（以下「廃止届」という。）を提出した。

カ 本件初審申立て時（１９年３月５日）における吾妻自動車の従業員

は５５名（タクシー運転手４７名、配車係４名、事務員３名、整備工

場職員１名）、自動車保有台数は約３０台であった。

(2)ア 飯坂吾妻は、肩書地（福島市飯坂町平野）において、一般乗用旅客

自動車運送事業を営む有限会社である。

同社は、昭和５１年１０月６日、「有限会社飯坂観光タクシー」の

商号で設立されたが、吾妻自動車が７年９月２９日付けでＹ0社長個人

を連帯保証人として銀行から３２００万円を借り入れ、郡山観光交通

から「有限会社飯坂観光タクシー」のすべての持分（１７年７月２６

日法律第８７号（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律）

による改正後は「持分」を「株式」という。以下同じ。）を取得後、

７年１０月２１日付けで、商号を現在の名称に変更した。

イ 飯坂吾妻の役員は、７年１０月１０日付けで代表取締役にＹ0社長、

取締役にＹ1常務、監査役にＹ9（元吾妻自動車副社長）が就任したが、

その後三人は、１９年３月２９日に辞任し、同日付けでＺが取締役に
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就任し、同年４月４日、その旨登記された（なお、Ｚは、本件の審査

手続では、「代表取締役」と称している。）。

同年３月３１日現在の同社の従業員は１９名であったが、その後、

４名の従業員が退職し、吾妻自動車の従業員だった者が雇用されるな

どして、本件初審結審時（２０年３月２５日）の従業員は約３５名（乗

務員は約２５名）、２１年３月７日現在の従業員は、３５名（乗務員

２９名、司令室（配車係）４名、事務職２名）である。また、本件初

審結審時（２０年３月２５日）で自動車保有台数は１６台であったが、

２１年３月７日現在２０台である。

(3) 組合は、吾妻自動車に所属していたタクシー運転手によって構成され

ている労働組合で、全国自動車交通労働組合連合会福島地方本部（以下

「全自交福島地本」という。）福島支部に加盟する。本件初審申立て時

（１９年３月５日）における組合員は２８名、また、本件初審結審時（２

０年３月２５日）における組合員は２３名で、これらすべての者が本件

解雇について救済を求めている。

なお、本件解雇について救済を求めていたＸ1副委員長（昭和４８年７

月、組合に加入、組合副委員長の外に同執行委員長８年、同書記長３年、

同執行委員５年担当）は、２０年６月２２日に死亡し、２１年５月２６

日、組合は、「Ｘ1の救済対象者である地位は、X10（同人妻）外２名（X11

及び X12）が承継する」旨、申し出ている。

本件再審査結審時（２１年５月２６日）の執行委員長はＸ0である。

(4) 飯坂吾妻には、組合と同様に、全自交福島地本福島支部に加盟する労

働組合である同地本福島支部飯坂観光分会（以下「飯坂観光分会」とい

う。）が組織されていたが、１９年５月２０日のＸ4飯坂観光分会執行委

員長（以下、１８年８月までと１９年４月３０日に分会長就任後は「Ｘ4
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飯坂観光分会長」と、１８年９月から１９年４月３０日に分会長に就任

するまでの間は「Ｘ4飯坂観光分会特別執行委員」という。）の同職から

の辞任に伴い自然消滅した。

２ 本件前の組合と吾妻自動車の労使事情等について

(1) Ｙ8社長の時代から、全自交福島地本及び同福島支部と吾妻自動車及び

飯坂吾妻が加盟する福島県ハイヤータクシー経営者協議会及び福島地区

ハイヤータクシー経営者協議会とは、団体交渉を開催の上、上記経営者

協議会に加盟する企業の従業員で同地本に加盟する労働組合の組合員の

賃金、一時金等の労働条件について、統一して決定していた。

そして、上記４者は、１２年４月２７日、固定給のあるＡ型賃金から

完全歩合制のＢ型賃金に移行する旨の協定書を締結したが、Ｂ型賃金へ

の移行に際して、全自交福島地本及び同福島支部組合員はいったん、同

年１０月３１日付けで会社都合により退職し、その後直ちに再雇用され

ることとなった。また、退職に伴い、１０年秋闘により定められた退職

金規程に基づく退職金が組合員に対し支払われることとなった。

(2) 吾妻自動車及び飯坂吾妻外３社は、退職金支払期日であった１２年１

０月３１日になっても、各労働組合の組合員に退職金を支払わなかった

ため、同年１１月２７日に全自交福島地本と福島地区ハイヤータクシー

経営者協議会は、上記５社を対象として当該退職金の支払遅延金や支払

最終期限を１３年６月３０日とするなどの協定書を締結した。

(3) 上記(2)の協定にもかかわらず、両社においては、１３年の７月以降

も全く退職金が支払われなかったため、１４年１０月４日、組合及び飯

坂観光分会と両社とで合同の団体交渉を開催し、これら労働組合と両社

の間で、未払退職金に関し、両社が未払退職金債権を有する各労働組合

の組合員に対して月額２万円から３万円の分割払をすること等を定めた
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確認書（以下「１４.１０.４確認書」という。）を締結した。

なお、同確認書には、両社連名の上、どちらの会社の代表取締役かを

示さずに「代表取締役 Ｙ0 」と記載され、吾妻自動車の代表取締役の

職印のみが押印されていた。

(4) １４年３月から、両社において月例賃金の遅配が始まった。吾妻自動

車は、賃金遅配の理由について、当初は国税滞納が経営を圧迫している

ためであると当時の組合役員に説明し、その後、「１２月には何とかな

る」（１４年５月）、「来年２月までは国税が厳しい」（同年１２月）、「今

月からは閑散期」（１５年２月）、「飯坂吾妻の支払がある」（同年３月）、

「６月には新たな借入れのあてがあるから、今後は遅配を改善する」（同

年５月）等とその時々に異なった理由を述べた。

結局、吾妻自動車では、本件会社解散まで賃金遅配は続いたが、同賃

金遅配は支給日が遅れるのみで、未払分が翌月の給与支払日以降に繰り

越されることはなかった。

(5) １５年６月２５日、組合及び飯坂観光分会と両社合同の団体交渉にお

いて、これら労働組合及び両社は、賃金の一括支給及び未払退職金の完

全支給などを決めた合意書を締結した。

なお、同合意書も、両社連名の上、どちらの会社の代表取締役かを示

さずに「代表取締役 Ｙ0 」と記載され、吾妻自動車の代表取締役の職

印のみが押印されていた。

(6) １６年９月１２日、組合の第４６回定期大会において、組合は、Ｘ0（１

３年１２月１０日入社）を書記長に選任した。

(7) １６年９月２７日、月例賃金の支払日であったが、各人に支払われる

賃金総額の２０％しか支払われなかったことから、同年１０月１４日の

団体交渉において、組合及び飯坂観光分会は、両社との間で「破産、倒
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産を含めた労働条件の変更を伴う事案の決定について、会社は組合と事

前に協議し、同意を得た上で行うことを約束する」旨の「確認書」を締

結した。

なお、同確認書には、両社名が連名記載され、それぞれの社印を押印

の上、どちらかの会社の代表取締役かを示さずに「代表取締役 Ｙ0 」

と記載され、それぞれの代表取締役の職印が押印されていた。

(8) １６年１１月１３日、Ｘ0書記長は、吾妻自動車の配車係が、１３年か

ら組合及び飯坂観光分会と両社間で決められた同年３月２０日付け「確

認書」（上記１４.１０.４確認書及び１５年６月２５日付け「合意書」

と同様の記載方法がとられ、吾妻自動車取締役の職印のみが押印されて

いた。）の無線配車ルールに違反する配車を行ったことを同配車係に指

摘した。

(9) １７年３月１日、組合と飯坂観光分会は、同年２月も賃金が遅配され

たことから、福島労働基準監督署に対し遅配について申告を行った。

同監督署は、吾妻自動車に対し、同年４月１２日に口頭注意、同年５

月２３日には文書による是正勧告を行った。

(10) １７年９月１１日、組合の第４７回定期大会において、組合は、Ｘ0を

執行委員長に選任した。

(11) １７年９月２７日の月例賃金支払日には、各人に支払うべき賃金総額

の１０％しか支払われず、これは過去最低の支給率であった。

(12) １８年１月１３日、Ｙ1常務がＸ0委員長に対し、「本社直行」を命じた

ことをめぐり両者間に対立が生じ、同委員長が同常務に傷害を加えたと

して、警察を呼ぶ事態にまで至った。

(13) １８年１月１９日、組合は、吾妻自動車を被申立人として、福島県労

委に対し、組合員への賃金遅配について不当労働行為救済申立てを行っ
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たが（以下「１８年事件」という。）、同年６月１日に、同社内に経営協

議会を設置すること、賃金遅配と退職金未払の解消に努力すること等を

内容とする和解協定書を締結し、同事件は終結した。

上記１８年事件申立て後、組合は、福島県庁記者クラブにおいて、同

申立てについて記者会見を行ったが、１８年事件が新聞報道されたこと

から、Ｙ0社長は、組合に対し、「組合からプライドを傷つけられショッ

クを受けた」、「こういう人とは一緒に仕事はできない」などと発言した。

なお、飯坂観光分会は、賃金遅配等について組合と共に団体交渉を行

っていたが、話合いによる解決を勧める全自交福島地本福島支部（Ｘ4飯

坂観光分会長は同福島支部書記長を兼務）と救済申立てを望む組合との

間に方針の相違があったことから、同分会は救済申立てを行わなかった。

(14) １８年４月２４日、昭和６０年からＹ0社長個人の知人であったＹ2は、

同社長に請われ殺菌水関連の企業を退職し、同社長と共に、吾妻自動車

の関連会社である吾妻商事代表取締役に就任した。

１８年５月下旬又は６月上旬、Ｙ2は、全自交福島地本の組合事務所で

会ったＸ4飯坂観光分会長（同福島支部書記長）に対し、組合は労働争議

でうるさい組合だが、上部団体から動きをおさえることはできないのか、

Ｘ0委員長を統制処分で除名できないのかなどと述べた。

また、このごろ、Ｙ1常務もＸ4飯坂観光分会長に対し、Ｘ0委員長のこ

とを全自交から除名できないのか、同委員長は全自交をつぶす男ですな

どと述べた。

(15) １８年６月下旬ごろ、Ｙ2が両社の相談役に就任し、組合、飯坂観光分

会との団体交渉に出席するようになった。

Ｙ0社長は、Ｙ2相談役に、両社の労使交渉について、途中経過の報告、

相談等を受けてはいたが、ある程度のことは同人に任せており、退職金
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支払等の事務処理等についてはすべて同人が行うようになった。

(16) １８年７月１９日以降、上記(13)の和解協定に則り、経営協議会が設

置され、約７回開催された。

経営協議会のメンバーは、「使用者側２名、組合員２名、非組合員２
マ マ

名」と決められており、両社の経営陣、組合の執行委員、組合に加入し

ていない吾妻自動車の従業員、飯坂観光分会の執行委員などが出席した。

使用者側からは、Ｙ2相談役が主に出席していた。

３ 吾妻自動車役員の組合員らに対する発言等について

上記２の「本件前の組合と吾妻自動車の労使事情等について」以外にも、

次の事実がある。

(1) 吾妻自動車経営陣の組合員らに対する発言等について

ア ７年ごろから組合との団体交渉において、Ｙ0社長とＹ1常務は、

度々、「組合は嫌いだ」、「全自交は嫌いだ」、「要求ばかりして協力し

ない」、「執行部の三役は吾妻の三悪だ」などと発言するようになった。

イ １７年１０月ごろ、Ｙ1常務はＸ0委員長に対して、「全自交に会社を

潰された」、「Ｘ0は中核派だから会社を潰そうとしている」と述べ、ま

た、それ以降、団体交渉の度に、「組合のために会社は悪くなった、

権利ばかり主張し稼ぎもしねえんだ」などと発言した。

なお、１５年１１月２６日付け福島民友新聞紙上において、Ｘ0が中

核派活動家である旨の報道がなされていた。

(2) Ｘ2執行委員とＹ1常務との会話について

ア Ｘ2は、１７年９月に組合の執行委員に就任し、１９年６月ごろに執

行委員を退任した。

イ １７年１０月ごろ、Ｙ1常務は吾妻自動車本社配車室において、Ｘ2

執行委員に対し、「吾妻自動車飯坂営業所を飯坂吾妻に統合するか、
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若しくは吾妻自動車を飯坂吾妻に統合し、その場合、吾妻自動車の乗

務員は希望により再雇用する」と述べた。

ウ １９年２月５日、Ｙ1常務は吾妻自動車本社内において、Ｘ2執行委

員に対し、「吾妻自動車は組合のせいで潰され、組合の執行委員もＸ0

委員長と一蓮托生である」と述べた。

エ １９年３月３１日、Ｙ1常務は吾妻自動車の飯坂営業所内において、

Ｘ2執行委員に対し、飯坂吾妻への再就職を持ちかけた。

４ 両社の経営状況等について

(1)ア 両社は、吾妻自動車における１５年度から１８年度までの決算状況

は初審命令別紙（以下「別紙」という。）１－１ないし１－４のとお

りであり、また、飯坂吾妻における１６年度から１８年度までの決算

状況は別紙２－１ないし２－３のとおりであるとしている。

これによると、吾妻自動車の決算上の経理状況は次のとおりである。

吾妻自動車は、１６年３月末には１億３４００万円余りの、１７年

３月末には約１億２０００万円余りの、１８年３月末には約１億３８

００万円の、１９年３月末には１億６４００万円余りの欠損金が生じ

ていたが、１５年度及び１６年度の決算において、単年度では利益を

計上していた。

吾妻自動車は、１７年度の決算において、過年度分（１４年４月以

前）の福利厚生費のうち未計上分約２０００万円をまとめて営業費中

に上乗せ計上し、赤字となった。

１８年度の決算においては、未払退職金約２２０４万円を営業費の

中に上乗せ計上しなければ、赤字は約４５４万円であった。

イ 吾妻自動車は、１６年６月１６日、国民生活金融公庫から最終弁済

期を２２年４月１５日とする１６００万円の融資を受け、約半分の返
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済残額を残していたが、さらに、同公庫から１８年１０月１６日、早

くとも２２年１１月以降を最終弁済期とする１２００万円の追加融資

を受けた。

(2) 両社の経理を担当していたのは、主に、吾妻自動車のＹ3（１４年４月

同社に入社。以下「Ｙ3」という。）であった。

Ｙ3は、両社の日常の経理業務や決算書類の作成について、Ｙ0社長や

Ｙ1常務などの経営陣から任されていた。

Ｙ3は、毎朝、飯坂吾妻本社、吾妻自動車の飯坂営業所等の売上金を集

めて午前９時３０分ごろに吾妻自動車本社事務所に出社し、業務に従事

していた。

５ 本件前の両社の関係について

(1) 吾妻自動車は、上記１の(2)ア記載のとおり、飯坂吾妻のすべての株

式を１９年３月２６日まで所有していた。

(2) 上記１の(1)イ、ウ及び(2)イのとおり、１９年４月１日の吾妻自動車

解散前後まで、Ｙ0社長は両社の代表取締役に、Ｙ1常務は両社の取締役

に、それぞれ就いていた。

(3) 両社の会計決算処理は、吾妻自動車のＹ3により、１５年度から１７年

度までは、両社の間で資金の貸借があった場合にその内訳を計上するこ

となくまとめて収支の差引後の結果だけを記載するという「本支店勘定」

の形で行われたが、１８年度以降は総額を貸付金（又は借入金）として

計上していた。そして、吾妻自動車の資金をもって飯坂吾妻の従業員の

賃金を支払うことや、逆に飯坂吾妻の資金をもって吾妻自動車の従業員

の賃金を支払うことがあった。

なお、１５年度から１７年度の吾妻自動車から飯坂吾妻への貸付金（こ

の間は「本支店勘定」として計上）は累計で１５２８万８７８３円であ



- 27 -

ったが、１８年度１年間での貸付金は２１０４万９９５３円、そのうち

１９年１月から３月の３か月間では１３２６万２２１円であり、１９年

３月３１日現在の総額は、３６３３万８７３６円であった。同貸付金は、

上記１の(1)エのとおり、吾妻自動車が２０年８月に清算結了するに至

っても飯坂吾妻からの返済はなく、吾妻自動車の１９年１１月１日現在

の清算手続に係る貸借対照表の試算表上では、「雑損」として処理され

ていた。

同貸付金債権について、Ｙ0社長は本件初審審問においては「放棄する」

旨述べていたが、２０年９月３０日現在の飯坂吾妻の決算では、吾妻自

動車による約３６００万円の貸付金債権はＹ0社長個人に譲渡され、同人

からの借入金として計上されている。

両社において、清算については税理士に依頼しているが、それまでの

会計決算処理に当たり、公認会計士又は税理士に依頼することはなかっ

た。

(4) 両社の事務処理、業務の運営等は、吾妻自動車本社において、吾妻自

動車の従業員である事務員（２名）、電話（配車）係(４名)が行ってい

た。また、両社のタクシーの配車を行う配車センター（下記(10)参照）

の無線設備は、両社が共同でリースしていた。このため、１８年度につ

いては、飯坂吾妻が吾妻自動車に対し、売上げの７％（約４７４万円）

を本部負担金として拠出し、両社とも会計決算報告に計上をしていたが、

１５、１６、１７年度については、飯坂吾妻の経費負担は決算上計上さ

れていない。

(5) 従業員の給与明細書は、いずれの会社の従業員であるかの区別なく、

吾妻自動車名で発行され、同じ給与袋が使用されており、１９年の賃金

分割の内訳書及び１８年年末調整明細書は両社の連名で発行されてい
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た。

(6) 両社の就業規則は、表紙の会社名の表示及び給与支払日（月１回、吾

妻自動車は２７日、飯坂吾妻は２８日）が異なる以外は、誤字・脱字に

至るまで両社同じ内容であった。

(7) 労働条件の通知等について、①１５年３月１日付けの交通事故、自損

事故の本人負担に係る「決定事項」は、「吾妻タクシーグループ代表取

締役社長 Ｙ0 」名で、②１７年９月６日付けの有給休暇の取扱いに係

る「告示」は、両社連名で、両社の代表取締役の職印をそれぞれ押印し

た上で、③１７年１１月２１日付け勤務の「終了時間」についての掲示

は、「早出及び早退の場合は、必ず会社（運行管理者）の許可をもらっ

て」と記載され、両社及び吾妻無線共同配車組合の「代表取締役（理事

長） Ｙ0 」名で、それぞれ業務指令を知らせるため吾妻自動車掲示板

にはられた。

(8) 両社のタクシーの整備・修理は、吾妻自動車の旭町営業所自動車整備

工場で行われていた。

(9) 両社は、本件解雇まで「あづまタクシー」の名称で営業していたが、

下記６の(20)、(21)のとおり、飯坂吾妻の株式がＺに譲渡され、同人が

取締役として営業することとなった１９年３月２９日以降も、飯坂吾妻

は引き続き「あづまタクシー」の名称で営業している。また、タクシー

の屋根の山型プレートも同じ「吾○交妻 あづま」を使用し、車の前部の

サイドドアには「いいざか」の文字があるかないかの違いだけで、それ

以外の外観はほとんど変わらなかった。

(10) 両社は、吾妻無線協同配車組合を設立し、「吾妻交通グループ総合配

車センター」、「予約センター」の電話番号を共用していた。この電話に

顧客から配車の依頼があった場合は、Ｙ1常務及び吾妻自動車の従業員に
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より、原則として、両社の区別なく無線配車ルールに従い、順番に配車

されていた。

なお、無線配車ルールについては、上記２の(8)のとおり、組合及び

飯坂観光分会と両社の間で取り決めた１３年３月２０日付け「確認書」

及び追加ルールを決めた１７年７月２２日付け「確認書」（１３年３月

２０日、１４.１０.４確認書及び１５年６月２５日付け合意書と同様の

記載方法がとられ、飯坂吾妻の代表取締役の職印のみが押印されてい

た。）があった。

６ 吾妻自動車の解散等の経緯について

(1) １８年１０月上旬ごろ、Ｙ2相談役（本件目標期間において両社の経営

面を担当することとなった。）は、自分が作成した損益分岐点について

の試算表（以下「試算表」という。）に基づいてＹ0社長と協議し、タク

シー１台当たり（２名体制）の営業収入月６０万円が損益分岐点である

こと、本件目標期間に１台当たり月７０万円になれば未払退職金及び未

払賃金を解消できることを確認した。

なお、Ｙ2相談役は、タクシー事業を経営したことも、同事業で就労す

る等同事業に関与したこともなかった。

上記のとおり、Ｙ2相談役は試算表をもとに損益分岐点を６０万円とし

たが、吾妻自動車の実際のタクシー１台当たり（２名体制）の毎月の営

業収入の平均はそれを下回っていた（下記(6)参照）。

(2) １８年９月２８日に行われた第６回経営協議会及び同年１０月５日の

Ｘ0委員長との会談において、Ｙ2相談役は、①タクシー１台当たりの営

業収入目標を月７０万円としたいこと、②本件目標期間の平均営業収入

７０万円を達成した場合には１９年１月給与から賃金を全額支給するこ

と及び１から２年以内に未払退職金の清算をすることを提案した。
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この提案を受けて、組合は、執行委員会で協議したところ、執行委員

から、①１８年１０月２１日から実施では準備期間が短すぎること、②

７０万円という目標は現実離れしすぎていること等の指摘がなされたた

め、改めて吾妻自動車に団体交渉を申し入れ、同社と協議の上で今後の

対応策を決定することとした。

(3) １８年１０月１３日、組合と吾妻自動車との間で団体交渉が行われ、

組合は、Ｙ2相談役に対し、営業収入目標として１台当たり月７０万円は

現実離れしているとの見解を示したが、営業収入増加は賃金増加につな

がることから目標額を目指すことについては受け入れた。

その結果、Ｙ2相談役は、本件目標期間にタクシー１台当たりの営業収

入を１か月７０万円を目標として労使が協力していくこと、吾妻自動車

は１９年１月から賃金を遅配せず全額一括払するとの提案をし、組合は

それに同意した。

(4) １８年１０月１５日、組合は、同月１３日の団体交渉の報告として、

見出しを「来年１月２７日より給料全額一括払い」とし、交渉で「一、

会社は、来年１月末の給料以降、全額一括払いを約束する。」、「二、労

使は一致協力して、台当たり営業収入が平均７０万円を実現するべく全

力で努力する」という２点が確認されたことを記載した文書を作成し、

組合員に周知した。

一方、同月１６日、吾妻自動車は、Ｙ0社長名で「従業員各位殿」とい

う文書（両社連名の上、どちらの会社の代表取締役かを示さずに「代表

取締役 Ｙ0 」と記載され、吾妻自動車取締役の職印のみが押印されて

いた。）を作成の上、両社掲示板に掲示したが、そこには「労使一致団

結して一台当たりの収入７０万円を目途に協力、努力を重ねてお願いす

るものであります。さすれば会社も平成１９年１月分給与から全額一括
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支給いたします。」と書かれていたが、未達成の場合の取扱いについて

は何も記載されていなかった。

(5) １８年末ごろ、Ｙ2相談役は、両社の同年１１月２１日から１２月２０

日までの売上げが前月より減少していることから、再構築するための手

段として吾妻自動車若しくは飯坂吾妻のいずれかを残していずれかをつ

ぶす、両社とも売却するなどの考えを、飯坂観光分会の三役（分会執行

委員長、書記長外）及びＸ4飯坂観光分会特別執行委員に対して話してい

た。

(6) Ｙ2相談役が作成した吾妻自動車タクシーグループの本件目標期間のタ

クシー１台当たりの平均売上高は月５１万９０３０円であったが、これ

は吾妻自動車各営業所及び飯坂吾妻の売上高を合算して平均を算出した

ものであり、吾妻自動車の売上高（小型車２台、中型車２７台）によれ

ば５１万４１３０円、飯坂吾妻の売上高（小型車１１台）によれば５３

万１９４０円であった。

１９年２月ごろ、Ｙ2相談役は上記の平均売上高を算出した書類をＹ0

社長に示した。

(7) １９年１月１５日、Ｙ2相談役は、該当者を集めて未払退職金に関する

説明会を開催した。その場において、Ｙ2相談役と組合との間で話合いが

行われ、「未払労働債権（退職金及び遅延損害金）の全額を、必ず２０

年３月末日までの期間に支払うことを会社は約束する。」、「具体的な支

払方法を定めた清算計画書は、１９年３月末までに会社は組合に提出す

ることを約束する。尚、提出日は出来るだけ早くなるように会社は努め

る。」ことなどが確認された。

(8) １９年１月２７日、上記(3)の営業収入１台当たり月７０万円を目標

として労使が協力していくこと、吾妻自動車は同月以降給与を全額一括
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払することとの組合との合意があったにもかかわらず、給与が全額一括

支給されなかったため、組合は直ちに団体交渉を申し入れたところ、組

合ら上部団体が入った交渉が行われることとなった。

(9) １９年２月２日、組合、全自交福島地本福島支部と吾妻自動車との賃

金遅配問題に関する団体交渉において、Ｙ0社長は、未払退職金及び未払

賃金を支払ったら吾妻自動車を閉めたいと考えていると述べ、組合との

やりとりの中で、上記２の(13)のとおり、１８年事件に関して同事件が

新聞報道されたことから、「新聞社あたりにまでまかれたのは私の人格

を否定する人達でしょ。そういうやつとは一緒にやっていけない」等発

言したり、同業他社との競争に影響が出たことなどを述べた。それに対

し組合は、吾妻自動車の解散については了承できないと述べた。

同月５日、上記３の(2)ウのとおり、Ｙ1常務はＸ2執行委員に対し、「吾

妻自動車は組合のせいで潰され、組合の執行委員もＸ0委員長と一蓮托生

である」と述べた。

(10) 吾妻自動車の給与支払日であった１９年２月２７日、従業員の給与袋

には吾妻自動車Ｙ0社長名で「解雇予告通知書」が同封されていた。同通

知書には「解雇理由 長年にわたる業績不振のため超過債務となり、こ
マ マ

れ以上会社を続けることは困難と判断致しました。三月初旬に臨時株主

総会を開催して解散を正式に決定致します。」、「貴殿を平成１９年３月

３１日を以って解雇致します。」、「ご質問、問合せ先 相談役Ｙ2（吾妻

自動車本社事務所電話番号）」などと記載されていた。

また、同年２月２８日、飯坂吾妻の従業員の給与袋にも飯坂吾妻Ｙ0社

長名で同内容の「解雇予告通知書」が同封されており、両社はそれぞれ、

両社従業員全員に対し解雇予告を行った。

なお、飯坂吾妻にあっては、同月１４日、Ｙ0社長及びＹ1常務が出席
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して取締役会が開催され、同社を同年３月３１日をもって解散すること

が決議された旨の議事録が作成されている。

(11) 吾妻自動車は、事前に、同社解散に係る同社株主総会の開催及び解散

決議後の今後の予定に係る説明会を開催することを同社掲示板に掲示し

た。そして、１９年４月２日、同月１日付けをもって解散した旨の登記

を行った（なお、同社は、書証として、同年３月２日及び同月３１日を

もって解散した旨の２つの株主総会議事録を提出している。）。

また、同年３月２日ごろ、Ｙ0社長は、飯坂観光分会との団体交渉の場

で、「吾妻はなくしても飯坂吾妻は残す。」などと発言した。

なお、同日ごろ、福島県の地元紙に、①吾妻自動車の３月末での解散、

②タクシー事業の他社への譲渡、③営業譲渡の交渉に入る場合に従業員

の雇用協議をすること、④民事再生、特別清算などの法的整理は行わな

い方針などが記載された。

(12) １９年３月５日午前、同月１３日及び同年４月５日、組合は、吾妻自

動車を被申立人として福島県労委に対し本件不当労働行為救済申立てを

行った。

同年３月５日午後、解雇予告撤回に係る第１回団体交渉が行われたが、

吾妻自動車は解雇予告撤回を拒否した。組合は交渉終了後、組合が未払

退職金についてＹ0社長の個人資産に対する仮差押決定（同月２日、Ｘ1

を含めた１１名が、組合員らの同社に対する退職金債権を被保全債権と

しＹ0社長の個人資産を仮差押えする旨の福島地方裁判所決定、以下「本

件仮差押え」という。）を得たこと及び救済申立てを行ったこと等につ

いて福島県庁記者クラブにおいて記者会見した。

(13) Ｙ2相談役は、未払退職金に関し、１９年３月８日にはＸ1副委員長に、

同月９日には組合員のＸ5に電話をかけた。
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同月１０日、吾妻自動車は、未払退職金について、Ｘ1副委員長を除く

債権者である組合員１０名に対し、同月１５日に「同社本店」で同債権

に係る金銭を受領するよう通知した。

また、吾妻自動車は、Ｘ1副委員長に対しては、同月２６日、同月２８

日に「同社本店」で同債権に係る金銭を受領するよう通知した。

(14) １９年３月９日、組合は吾妻自動車へ解雇予告の撤回及び会社存続に

関する事項を議題とする団体交渉を申し入れた。

(15) １９年３月１２日、飯坂吾妻において、同社の全従業員を対象にした

雇用に関する説明会が行われた。

その場で、Ｙ2相談役は、「吾妻分会（組合）の人たちに話が漏れると

まずいので、この集会の話は他言無用にしてほしい」、「譲渡先のあては

１社あり、再雇用方式にする」などと発言した。

(16) １９年３月１６日、吾妻自動車本社社長室にて、解雇予告撤回に係る

第２回団体交渉が行われた。組合は同年２月２７日付けの解雇予告を撤

回するように求めたが、吾妻自動車はこれを拒否した。

吾妻自動車は、組合の解雇理由の質問に対し、「吾妻自動車の存続の

意思も、現時点での譲渡先の可能性もない」、「企業が赤字だから仕方が

ない」と回答した。

(17) １９年３月２０日ごろ、Ｘ3前書記長は、Ｘ1副委員長の退職金につい

て、同人を連れて相談に行きたい旨Ｙ2相談役に申し入れ、同月２２日に

会うこととなった。

(18) １９年３月２２日、Ｘ1副委員長及びＸ3前書記長とＹ2相談役らは、Ｘ1

副委員長の退職金等について、吾妻商事の事務所で話合いを持った。

Ｙ2相談役は、Ｘ1副委員長に対し、本件仮差押えについては、起訴命

令がなされているからやがて本件仮差押えの本案である退職金請求訴訟
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が提起されるが、仮にＸ1副委員長が本件仮差押えを取り下げないのなら

ば、裁判において、徹底的に争われることになるのは明らかである、そ

うすると、Ｘ1副委員長の主張する退職金の額が不当に高額であることが

裁判の場で公になるが、Ｘ1副委員長に対しそれでもかまわないのかなど

と述べると共に、本件仮差押えの申立てを取りげて欲しいと依頼し、ま

た、両名に対し、組合が不当労働行為救済申立てを行っているので組合

を脱退しないと雇用保険を受給するために必要な離職票は発行されない

などと述べた。

また、Ｙ2相談役は、Ｘ3前書記長に対し、Ｘ0委員長を組合の執行委員

長から降ろして同書記長が執行委員長となり、組合が本件救済申立てを

取り下げたらどうかと述べた。

(19) １９年３月２６日、飯坂吾妻は、Ｙ0社長及びＹ1常務が出席した同社

の取締役会において、同年２月１４日の取締役会で決議されたとする同

社の解散及び解雇予告通知（上記(10)）が事実上撤回され、また、同社

の譲受人をＺとすることが承認された。

なお、飯坂吾妻の従業員に対する解雇予告通知は特に撤回の手続は行

われなかったが、同社の従業員は引き続き雇用されている。

(20) 吾妻自動車とＺとの間で、飯坂吾妻に関する「売買契約」が１９年３

月２７日付けで締結された。

上記両者間の「売買契約」（甲は吾妻自動車、乙はＺ）では、「１ 甲

は、乙に対し、平成１９年３月３１日に、有限会社飯坂吾妻交通の株式

１万株を、代金額金２０００万円で譲渡する。乙は、有限会社飯坂吾妻

交通の経営にあたる。２ 代金は、甲の負担する債務の弁済のために使

用し、乙が直接支払う。弁済先や弁済期日は、別に定める。代金は、乙

が受ける役員報酬から月賦にて支払うことができる。３ その他、本契
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約については、双方協議し決定する。」とされていた。

なお、両社は、１９年３月３１日付けで、上記の「売買契約」に関し、

①同契約の内容は、飯坂吾妻のすべての発行済株式１万株を代金２００

０万円で吾妻自動車がＺに譲り渡したこと、②Ｚが吾妻自動車に対して

支払うべき代金は、吾妻自動車が負担している国民生活金融公庫及び福

島地区ハイヤータクシー協同組合からの借入金、並びに滞納国税の弁済

に充てることとし、同氏が直接債権者に支払うこと、③各債権者に対す

る支払金額は後日協議して定めることとする「確認書」がＺと吾妻自動

車の間で交わされた。

しかし、Ｚが、滞納債務を直接債権者に支払うことについては、債権

者の了解は得られず、吾妻自動車及びＹ0社長個人が責任をもって債務を

支払うことになった。

また、吾妻自動車の１９年３月３１日現在の貸借対照表（別紙１－４）

及び同年１１月１日現在の清算手続きに係る貸借対照表の試算表におい

ては、Ｚへの株式売買代金２０００万円は、未収金として計上されてお

らず、その後同人が吾妻自動車に対し支払った事実もない。

(21) １９年３月２９日、飯坂吾妻は、Ｙ0社長の出席により、株主総会を開

催し、①同日をもって吾妻自動車の所有する飯坂吾妻の株式１万株をす

べてＺに譲渡すること、②Ｙ0社長及びＹ1常務は同社の役員を、Ｙ9は監

査役を辞任すること、③Ｚが取締役へ即時就任することを決議した。

同年４月４日、Ｚは飯坂吾妻の取締役として登記された。

(22) 上記(12)、(13)のとおり、吾妻自動車は、１９年３月２日、未払退職

金について、Ｙ0社長の個人資産に対する本件仮差押えの決定を受けたこ

とを踏まえ、同月１０日、Ｘ1を除く債権者である組合員１０名に対し、

同月１５日に、Ｘ1に対しては同月２６日、同月２８日に、「同社本店」
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で同債権に係る金銭（合計額１８８６万３３１１円）を受領するよう通

知を行った。同組合員らはこれを受領しなかったため、同社は同月２０

日及び４月５日（Ｘ1分）、上記金銭を福島地方法務局に供託し、Ｘ1を除

く組合員は同月２６日、Ｘ1は同年４月１３日、供託金の払渡しを受けた。

７ Ｚ社長の経歴及び吾妻自動車解散後の飯坂吾妻の運営状況等について

(1) Ｚ社長の経歴等

ア Ｚは、１３年９月３０日から申立外株式会社モード・ウイルという

縫製業を営む会社の代表取締役に就任し、同社を経営していたが、１

９年３月ごろまでには同社の工場を閉鎖した。

イ Ｚは、１９年１月か２月ごろまで、フクシマフーズの生産ラインに

おいて１年間夜勤勤務をしていた。

ウ Ｚは、タクシー事業を経営したことも、同事業で就労する等同事業

に関与したこともなかった。

エ Ｙ0社長個人は、かつてＺの父親と同じ会社に勤務していたことがあ

り、Ｚの結婚の仲人であった。

(2) 吾妻自動車解散後の飯坂吾妻の運営状況等

ア 本件初審申立て時（１９年３月５日）２８名であった組合員（運転

手）のうち、本件初審結審時（２０年３月２５日）までに５名（１９

年３月２０日に２名、同年３月中旬ごろに１名、同年３月３１日に１

名、同年５月に１名）の組合員が組合を脱退し、そのうち飯坂吾妻に

入社を希望した４名全員が採用された。

一方、残った組合員２３名(Ｘ1を含む。）は、飯坂吾妻への再就職を

希望したが再雇用された者はいない。（別紙３参照、ただし、５番の

組合員Ｘ2執行委員の「組合からの脱退状況」欄は空白として修正。）

イ １９年４月１日以降、吾妻自動車の従業員で、本件初審申立て時（１



- 38 -

９年３月５日）に組合に所属していなかった２７名（運転手１９名）

のうち飯坂吾妻への入社を希望した１６名（運転手１１名、配車係４

名、事務員１名）の全員が採用された。（別紙３参照）

ウ 吾妻自動車が保有していた約３０台の営業車両のうち１１台（１９

年３月３０日に５台、同年５月２日に４台、同年７月５日に１台、同

年９月１０日に１台）が飯坂吾妻に譲渡された。その他の車両は、１

０台は廃棄処分に、残りはＺ、Ｘ2執行委員等を含む第三者に譲渡等さ

れた。

なお、飯坂吾妻に譲渡された１１台の自動車は１２年以降に初めて

登録されたもので、吾妻自動車が保有していた自動車の中でも新しい

部類の車両であった。（別紙４参照。ただし、１４番の「移転登録年

月日」は「１９年５月２日」に修正。）

また、吾妻自動車が所有していた電話１２回線は、すべて飯坂吾妻

に譲渡され、電話番号は飯坂吾妻にそのまま引き継がれた。

エ(ｱ) 飯坂吾妻は、１９年４月１日当時は、福島市仲間町の吾妻自動

車本社があった土地及び建物（Ｙ0社長個人所有）を、１階を無線

配車室として、２階を本社として使用していたが、２０年半ばご

ろに福島市の市道拡幅工事のため撤去した後は、無線配車室は福

島市飯坂町平野の飯坂吾妻元本社、本社機能は福島市仲間町６－

２の賃貸マンションの一室に移動した。

(ｲ) 吾妻自動車は、Ｙ0社長個人所有の土地及び建物の利用について、

同人に対し家賃、地代は支払っていなかったが、１９年４月１日

付けで、飯坂吾妻は吾妻自動車の本社があった土地及び建物につ

いて、Ｙ0社長個人と月１０万円の同年１２月３１日までの「賃貸

借契約書」を締結した。
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(ｳ) 上記(ｱ)の吾妻自動車元本社の土地は、吾妻自動車の国民生活金

融公庫への債務３５００万円について、９年７月１８日付けをも

って同社を債務者として抵当権が設定されていたが、１３年１０

月１６日付けをもって債務者が吾妻自動車と飯坂吾妻に変更され、

現在もそのままとなっている。

(ｴ) 飯坂吾妻は、１９年４月１日以降、吾妻自動車の泉営業所であ

った土地を従来どおり営業車両の待機所として使用している。

なお、この泉営業所であった土地は、元吾妻自動車の所有であ

ったところ、同社の清算結了（２０年８月１１日）直前の同年７

月８日、飯坂吾妻の国民生活金融公庫への債務２０００万円の抵

当権が設定されたまま、Ｙ0社長個人が購入したものである。

(ｵ) 飯坂吾妻は、１９年４月１日以降、吾妻自動車の飯坂営業所で

あった土地及び建物（Ｙ0社長個人所有）を営業所として使用して

いる。

また、飯坂吾妻は、吾妻自動車の旭町第二車庫であった土地（

Ｙ0社長個人所有）に営業車両を保管していた。

オ １９年５月２１日、飯坂吾妻は、「代表者」を「 Ｙ0 」として福

島税務署へ１８年度分の確定申告書を提出した。

カ ２０年１月３１日、Ｙ0社長個人は、飯坂吾妻の未払であった源泉所

得税、法人税、消費税及び地方消費税計５１４万３３４０円（１９年

３月９日現在で、Ｙ0社長個人の土地に抵当権が設定された分）を自ら

完納した。

キ １９年４月１日以降、Ｙ3は、飯坂吾妻において月２回程度、経理の

仕事を手伝っている。（別紙３参照）

８ 吾妻自動車の旅客自動車運送事業に係る届出について
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上記１の(1)オのとおり、１９年４月９日、Ｙ1常務は、福島運輸支局に

対し、吾妻自動車の「休止届」を提出した。休止理由は、「昨今の道路運

送事業において当社は経済的環境変化に適応できず乗務員及び従業員の賃

金遅配等現状では営業が困難な為、事業継続並びに営業譲渡等含めて事業

体制の立て直しを図るため」とされ、休止予定期間は１９年４月１日から

２０年３月３１日とされていた。

２０年４月４日、吾妻自動車は、福島運輸支局に対し、「廃止届」を提

出した。廃止理由は、「会社解散のため」とされていた。

９ 吾妻自動車の清算状況について

吾妻自動車の１９年３月末負債合計額は、２億１３７５万５０９１円で

あり、その内訳は下記の表のとおりとされている。

また、上記１の(1)エのとおり、清算の詳細な内訳は不明である。
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（注）Ｙ4は、Ｙ0社長個人の妻である。

１０ １９年３月１８日付け団体交渉申入れについて

(1) 上記６の(12)のとおり、１９年３月５日、組合は、同年２月２７日付

け解雇予告通知の撤回をめぐって、吾妻自動車と第１回団体交渉を行っ

たが、吾妻自動車は解雇予告通知の撤回を拒否した。

同交渉でＹ2相談役は、今後組合との交渉には一切かかわらない旨述べ

たが、Ｙ0社長にその意向は伝えていなかった。

(2) 上記６の(14)のとおり、１９年３月９日、組合は、吾妻自動車へ解雇

予告の撤回及び同社存続に関する事項を議題とする団体交渉の開催（同

月１４日まで）を同社に申し入れたが、回答がなかったため、同日、Ｘ0

委員長がＹ2相談役に電話をしたところ、同月１６日に団体交渉を行うこ

ととなった。

科目 内訳 債 権 者 金額（円）

流動負債 未払費用 社 会 保 険 31,661,436

労 働 保 険 11,444,684

福 島 酸 素 株 式 会 社 1,157,853

福島地区ハイヤータクシー

協 同 組 合

344,656

吾 妻 商 事 80,260

短期借入金 Ｙ０ 64,181,156

Ｙ
4

21,375,562

大 東 銀 行 13,000,000

吾 妻 商 事 7,000,000

福島地区ハイヤータクシー

協 同 組 合

5,197,500

預り金（源泉所得税） 福 島 税 務 署 4,627,484

未払消費税 福 島 税 務 署 6,708,500

固定負債 長期借入金 大 東 銀 行 28,076,000

国 民 生 活 金 融 公 庫 18,900,000
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(3) 上記６の(16)のとおり、１９年３月１６日、組合と吾妻自動車との間

で団体交渉が行われた。組合は、吾妻自動車に対し解雇予告を撤回する

よう求めたが、吾妻自動車はこれを拒否した。

(4) 組合は、吾妻自動車に対し、解雇白紙撤回、解雇せざるを得ない理由

を具体的に明らかにするよう求める、１９年３月１８日付けの団体交渉

申入書を提出した。

(5) １９年３月１９日、吾妻自動車は、組合に対し、解雇予告撤回及び会

社存続については労働委員会において説明する、交渉日時については後

日連絡すると回答したが、その後、同社からの交渉日時の連絡はなく、

団体交渉は行われていない。

１１ 組合員の本件解雇後の状況について

１９年４月１日以降、吾妻自動車は事業を停止し、従業員らは就労で

きなくなった。

その後、本件解雇について救済を求めている組合員２３名（Ｘ1を含む。）

のうち、別添表のとおり、１９年（４月１日から１２月３１日まで）は

１２名の組合員が他の企業等（タクシー業がほとんどである。）で就労

し、約８万円から約１４１万円の収入を得た。また、２０年は２２名の

組合員が１４万円から３００万円の収入を得ている。

第５ 当委員会の判断

１ 争点１（申立事実①）（本件会社解散及び本件解雇並びに飯坂吾妻への

事業移転とその際の組合員の排除は、吾妻自動車又は両社による労働組合

法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に当たるか）について

(1) 両社の関係等について

両社は、本件における両社の関係については、「法人格否認の法理」
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に従って判断されるべきであり、「実質的同一性」の理論に基づいて判

断した初審命令の判断は違法である旨主張する。そして、両社は別個独

立の経理決算処理・税務処理をし、労働組合も別個に存在した等、社会

的に個別独立な存在であること、両社が実質的には社員の個人営業であ

るとか、飯坂吾妻が親会社の営業の一部門にすぎないといった事実はな

いこと、事業運営における管理支配が現実的統一的で活動そのものが社

会的に見て単一性を有するという事実はないこと等から、本件における

両社の関係は法人格否認の法理が適用される状況にはない旨主張する。

一方、組合は、両社の関係は実質的に一体であり、飯坂吾妻は吾妻自

動車の使用者としての不当労働行為責任を承継すると主張する。

そこで、まず、本件会社解散までの両社の関係についてみる。

ア 本件会社解散前の両社の関係等について

(ｱ) 第一に、両社の資本面についてみると、前記第４の１の(2)ア及

び６の(20)認定のとおり、吾妻自動車は、１９年３月２７日にＺ

と飯坂吾妻の株式の譲渡契約を締結するまで同社の全株式を所有

していたのであるから、本件会社解散前における両社の資本面に

おける関係は、吾妻自動車が飯坂吾妻を完全子会社として、両社

は親子会社の関係にあった。

(ｲ) 次に、両社の出資者及び役員についてみると、同１の(1)イ、ウ

及び(2)のア、イ認定のとおり、吾妻自動車の出資者（株主）は、

Ｙ0社長ら４名であるが、このうち本件会社解散直前（１９年３月

３１日）には、Ｙ0社長個人が同社株式の約５３％を有し、これに

同社長の親族２名の持分を加えると、Ｙ0社長の親族３名で全体の

約８０％を占めていた。また、吾妻自動車の取締役は、会社を解

散したとされる日（１９年４月１日）にはＹ0社長、Ｙ1常務、Ｙ0社
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長の親族２名で構成されていた。一方、飯坂吾妻は吾妻自動車が

Ｙ0社長個人を連帯保証人として銀行から資金を借り入れて取得し

た吾妻自動車の完全子会社であり、その役員は、同年３月２９日

にＺが取締役に就任するまではＹ0社長及びＹ1常務の２名であっ

た。このことに、下記(ｶ)判断及び同７の(2)エ(ｲ)認定のとおり、

吾妻自動車が使用していた土地及び建物はＹ0社長個人所有のもの

が多かったがこれに対し同社から家賃、地代が支払われていたこ

とを認めるに足りる的確な証拠はないこと及びＹ0社長は個人とし

て両社の資金について度々融通をしていること等を勘案すると、

両社において、両社の代表取締役を兼務するＹ0社長の支配力ない

し影響力は極めて大きかったものと推認できる。

(ｳ) 両社の会計決算等についてみると、同４の(2)及び５の(3)認定

のとおり、両社の会計処理は吾妻自動車のＹ3のみにより行われ、

１５年度から１７年度までの決算は、両社の収支の差引後の結果

だけを記載するいわゆる「本支店勘定」により取り扱われていた。

また、吾妻自動車の社員であるＹ3が、飯坂吾妻本社、吾妻自動車

の飯坂営業所等の売上金を毎朝回収しており、さらに両社の従業

員の賃金支払には両社の資金を融通し合うことがあった。これら

の事実からすると両社の資金、会計処理は一体的あるいは混同し

て運用されていたものと認められる。

なお、同５の(3)認定のように、１８年度の決算処理は、これを

改め収支の総額をそれぞれの決算書に記載して両社ごとに行われ

ていた事実があるけれども、上記のように売上金の回収や賃金の

支払が両社一体として行われていたことに照らすと上記判断を左

右するものでもない。
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また、資金、会計処理のうち、同５の(4)認定のとおり、専ら吾

妻自動車の従業員である事務員が配車センターで両社のタクシー

配車を行い、同センターの無線設備のリース等経費負担を伴うも

のは吾妻自動車が大半を負担し、飯坂吾妻の負担は１８年度にあ

っては同社の売上げの７％を「本部負担金」として決算上計上し

ていたにすぎず、１５年度から１７年度については経費が決算上

計上されていない。そうすると、飯坂吾妻にあっては、少なくと

も１７年度までは人的にも経費的にも親会社である吾妻自動車に

依存していたといえる。

(ｴ) 両社の業務の運営等についてみると、同５の(4)、(8)ないし(10)

認定のとおり、両社の営業車両に両社共通の「あづまタクシー」

の名称を用い、また、事業運営に当たり両社共通の電話番号を使

用し、さらに、両社一体として配車センターを設置して、顧客に

対し一体的な配車を行い、同一の工場で整備していたこと等から

すると、両社の営業車両は一元的に管理、運営されていたといえ

る。

(ｵ) 両社の労務ないし労使関係についてみると、同４の２の(1)ない

し(5)、(7)、(9)、(11)及び５の(5)、(6)認定のとおり、両社の就

業規則は同一内容のものであり、同一様式の給与明細書及び給与

袋を使用していたこと、両社の従業員には同様に賃金遅配及び未

払退職金の問題が生じていること等からすると、両社の従業員の

労務管理・待遇にあってはほぼ同様の取扱いがなされていたと推

認できる。また、同１の(3)、(4)及び２の(1)ないし(3)、(5)、(7)

ないし(9)認定のとおり、吾妻自動車には組合が、飯坂吾妻には飯

坂観光分会が別々に存在していたが、両組合は同じ全自交福島地
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本福島支部に所属する労働組合であり、両社と両組合は共同で団

体交渉を行い、未払退職金問題、賃金の遅配問題、配車ルール、

春闘要求等について、同一の協定書・覚書等を締結していたこと

から、両社従業員の待遇・労働条件は両社によりほぼ同一に設定

されていたものであったといえる（これら協定書・覚書等におい

て、会社側締結当事者肩書名の記載とその職印が整合せず、会社

側締結当事者が両社であるか又は両社のいずれか一方であるかが

不明確なものがみられるのは、両社従業員には両社同一の待遇・

労働条件が設定され、また同一に設定することを前提に協定書等

が締結されていたことを示すものである。）。さらに、同５の(7)認

定のとおり、交通事故、自損事故の本人負担に係る「決定事項の

通知」、有給休暇の取扱いに係る「告示」、勤務の「終了時間」に

ついての掲示等両社従業員に係る労働条件の通知等は、Ｙ0社長が

両社の代表として両社の従業員に通知等したと受け取れる記載に

より行われていたことからすると、労働関係も、両社一体となっ

て、Ｙ0社長の支配下において行われていたことが推認される。

したがって、両社は、両社と両社従業員との間の労務ないし労

使関係について一体的に運用し、両社従業員の待遇・労働条件に

ついて、一つの経営体として対処していたものといえる。

(ｶ) 両社の資金繰り及び資産運用と本件会社解散まで両社の代表取

締役を兼務したＹ0社長との関係をみると、同１の(2)ア、５の(3)

及び７の(2)エ(ｴ)認定のとおり、７年９月に吾妻自動車はＹ0社長

個人を連帯保証人として銀行から資金を借り入れ飯坂吾妻を取得

したこと、吾妻自動車は、本件会社解散直前である１９年１月か

ら３月においても、飯坂吾妻に対し約１３２６万円を貸し付け、
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同年３月３１日現在の貸付金総額は約３６３３万円であったが、

この貸付金は吾妻自動車の清算結了（２０年８月）に至っても飯

坂吾妻から返済されることはなく、その貸付金債権はＹ0社長個人

に譲渡されたこと、吾妻自動車の泉営業所であった土地は、吾妻

自動車の所有であったところ、２０年７月８日に飯坂吾妻の債務

２０００万円の抵当権が設定されたままＹ0社長個人が吾妻自動車

から購入したこと等からすると、飯坂吾妻の資金の多くは吾妻自

動車に依存し、かつ、その多くはＹ0社長個人の資産から支出され

ていたり、同人の資産を担保に銀行からの融資を受けていたとい

える。なお、同７の(2)エ(ｲ)認定のとおり、飯坂吾妻は、Ｙ0社長

個人所有の土地及び建物の利用について、同社長と賃貸借契約を

締結しているが、その約定どおりの家賃、地代の支払がされてい

るとは認められない（書証として、１９年９月までの領収書が提

出され、また、飯坂吾妻の同年１１月３０日の損益計算書によれ

ば累計で８０万円の賃借料支払が計上されているが、同年１２月

以降の支払を示す根拠はなく、これら断片的な書証のみによって

は当該支払がなされていると断定するのは困難である。）。

以上の状況からすれば、両社と同社長個人の資産は、同社長の

意の下に一体的かつ混同して運用されていたと認められる。こう

した両社とＹ0社長個人の資産が区別されず一体的にかつ混同して

いた状況は、本件初審審問において、Ｙ0社長自身が両社の資金繰

りは自分しかできないし、吾妻自動車が飯坂吾妻に貸し付けた３

６００万円余りの融資も「本人（Ｙ0社長個人）が責任を負うのが

当たり前」などと証言(初審③Ｙ077頁)していることからも裏付け

られる。
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(ｷ) 以上、(ｱ)から(ｶ)によれば、①資本(上記(ｱ))、②出資者及び役

員（同(ｲ)）、③両社の資金、会計処理（同(ｳ)）、④両社の業務運

営等（同(ｴ)）、⑤両社と両社従業員の労務ないし労使関係（同(ｵ)）、

⑥両社及びＹ0社長個人の資金繰り及び資産運用における関係（同

(ｶ)）を実態としてみると、本件会社解散前の両社の関係は、両社

の代表取締役であったＹ0社長の支配力、影響力の下で、実質的に

は一つの経営体として一体的にかつ混同して運営されていたもの

といえる。

したがって、両社の主張のうち、「両社が社会的に個別独立な存

在であり、管理支配が現実的統一的で活動そのものが社会的に見

て単一性を有するという事実もない」とする点は採用できない。

イ 本件会社解散後の飯坂吾妻について

(ｱ) 前記第４の７の(1)認定のとおり、Ｚは自らが代表取締役として

縫製業を営む会社を経営していたが、１９年１、２月ごろまでは

他社の生産ラインで１年間夜勤勤務をしており、同年３月ごろま

でに同縫製業の工場を閉鎖したことからすると、飯坂吾妻の株式

を直ちに多額の金銭により取得できる状況にあったとは認められ

ない。このことは、同６の(20)及び７の(1)認定のとおり、Ｚは、

現在に至るまで吾妻自動車と合意した株式譲受代金２０００万円

を支払っておらず、また、タクシー事業の経営に関わった等の経

験がまったくなく、さらに、吾妻自動車とＺとの間で、飯坂吾妻

に関する「売買契約」が同月２７日付けで締結されているが、同

契約について、Ｚが株式の売買であることを認識せずに取り交わ

したものである（初審②Ｚ７９～８１頁、③Ｙ0７４、７５頁）こ

となどの事情からも裏付けられる。そもそも、同７の(1)認定のと
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おり、Ｙ0社長とＺとは同社長が結婚の仲人をするなどの個人的な

関係にあったこと等からすると、吾妻自動車が真実、Ｚに飯坂吾

妻の株式を売却したかについては疑問が残る。

(ｲ) また、Ｚによる飯坂吾妻の運営についてみても、同７の(2)ウ認

定のとおり、吾妻自動車から飯坂吾妻に対する営業車両の一部及

び営業用の電話回線の譲渡について代金が支払われたことを認め

るに足りる証拠はないから、無償譲渡されたと推定するのが相当

である。また、同７の(2)エ認定のとおり、吾妻自動車の旭町第二

車庫であった土地を営業車両の保管場所として使用している等、

吾妻自動車が使用していた経営上必要なＹ0社長個人が所有する土

地及び建物が飯坂吾妻においても使用されているが、同人がこれ

に対する対価を得ていることを認めるに足りる証拠もない。さら

に、同７の(2)オ、カ認定のとおり、Ｙ0社長個人は飯坂吾妻の代表

取締役を退任後も未納となっていた税金を完納したり、自らの名

義で福島税務署あて確定申告書を提出した。また、同５の(3)認定

のとおり、吾妻自動車から飯坂吾妻への貸付金約３６００万円に

係る債権が同社長に譲渡され、最終的には同社長個人から飯坂吾

妻への貸付金となっている。以上のことからすれば、現在の飯坂

吾妻の経営も、Ｚ自らが経営者としての責任をもって主体的に行

われているものとみることはできず、実際には、依然、Ｙ0社長個

人が支配力、影響力を行使している状況の下で運営されているも

のといわざるを得ない。

(ｳ) また、同５の(9)、(10)、６の(19)、７の(2)ア、イ、ウ認定及

び上記(1)ア(ｴ)判断のとおり、飯坂吾妻は、本件会社解散後も、

同社の従業員及び吾妻自動車の従業員であった者のうち組合員以
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外で同社への雇用を希望した者（１６名）を雇用し、両社が使用

していた「あづまタクシー」の名称で、吾妻自動車が従前使用し

ていた土地及び建物の一部を使用し、営業車両も本件会社解散前

から同社が所有する車両及び吾妻自動車から一部譲渡された車両

を用いて、両社が本件会社解散前から使用していた電話番号を引

き続き使用し、顧客に対応している。したがって、飯坂吾妻は本

件会社解散後は吾妻自動車の事業の一部を従業員の一部を含めて

事実上引き継いだものといえる。

ウ 以上からすると、両社の事業は、本件会社解散前は、Ｙ0社長の支配

の下で実質的には一つの経営体として運営されていたものであり、ま

た、本件会社解散後は、両社の事業は、飯坂吾妻が吾妻自動車の事業

の一部を事実上引き継ぐ仕方で、飯坂吾妻に集約されて継続されてい

るものとみるのが相当である。そうすると、本件会社解散、本件解雇

及び吾妻自動車の事業の一部（従業員も含む。）の飯坂吾妻への事実

上の引継ぎは、両社の事業を実際上飯坂吾妻に集約する施策として行

われた一連の行為とみることができる。

(2) 本件会社解散及び本件解雇の理由について

ア 本件会社解散までの吾妻自動車の経営状況について

本件会社解散及び本件解雇について、両社は、初審命令が、１５、

１６年度の吾妻自動車の決算期はいずれも黒字であり、１７、１８年

度の決算も実質的には黒字であったから、客観的にはキャッシュフロ

ーにおいて吾妻自動車は営業を継続することが可能であり、経営の悪

化が解散の真の理由であったとは認められないと判断していることに

対し、１７、１８年度決算において、黒字額は僅少であり、長期借入

金だけでも１７年度約４９００万円、１８年度約４７００万円もあっ



- 51 -

たのであるから、多額の負債の負担の下での吾妻自動車の経営が容易

でないことは明らかであり、１４年３月から月例賃金の遅配が始まり

解散まで非常に困難な経営状況が続いてきたことが解散の契機である

と主張する。

(ｱ) 確かに、前記第４の４の(1)認定のとおり、吾妻自動車は、同社

提出の決算状況（別紙１－１ないし１－４）によれば、貸借対照

表上、１６年３月末には１億３４００万円余りの、１７年３月末

には約１億２０００万円余りの、１８年３月末には約１億３８０

０万円の、１９年３月末には１億６４００万円余りの欠損金が生

じていたことが認められる。

しかし、単年度の決算をみると、１５年度及び１６年度はそれ

ぞれ、約１３００万円及び約１４００万円の黒字決算で利益を計

上している。１７年度及び１８年度の決算においては、それぞれ

約１７１８万円、約２６５７万円の赤字が計上されているが、Ｙ3

が両社の経理を担当する（１４年４月以前（初審②Ｙ33,4頁））ま

で未計上であった累積の福利厚生費約２０００万円を、１８年度

の決算においてはそれまで同じく未計上であった未払退職金約２

２０４万円が同じく当該年度の営業費に一括計上されており、こ

の計上がなければ１７年度はわずかながらの黒字決算、１８年度

は赤字ではあるものの赤字額はわずかであった。

(ｲ) 同２の(4)、(6)、(7)、(9)、(11)認定のとおり、Ｘ0が入社して

まもなくの１４年３月から本件会社解散まで、吾妻自動車におい

て月例賃金の遅配が認められる。

しかし、この遅配は、各給与支払日には賃金総額の一部しか支

払われないというものであって、未払分は翌月の給与支払日以前
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に支払われ、同日以降に遅配が持ち越されたことはない、いわば

賃金の分割払であり、吾妻自動車は支払うべき賃金原資を翌月の

給与支払日までに調達し賃金を支払っていた。

(ｳ) 同２の(1)ないし(3)、(5)及び６の(12)、(13)、(22)認定のとお

り、吾妻自動車は、１２年４月２７日付けで全自交福島地本及び

同福島支部と締結した賃金体系変更の協定において、同年１０月

３１日までに支払うことを定められた退職金を、組合との度重な

る協定や合意の締結にもかかわらず、結局、本件仮差押えの決定

を経て行った１９年３月２０日（Ｘ1については４月５日）の供託

に至るまでの間は支払わなかった。

しかし、別紙１のとおり、吾妻自動車の決算書によってみても、

未払退職金が問題となった期間中には、同社は単年度決算では黒

字を出していた時期もあった。また、同６の(12)、(22)認定のと

おり、同年３月２日、組合員１１名が未払退職金等合計１８８６

万３３１１円（乙第９、１０号証）について、福島地方裁判所か

らＹ0社長個人の資産に対する本件仮差押えの決定を得たところ、

約１週間後の同月１０日には未払退職金相当額を用意する見込み

が立った（乙第１１号証）のであるから、たとえこの原資が東京

都に所在するＹ0社長個人の資産の売却（乙第１９号証、Ｙ2相談役

の陳述書）によるものであったとしても、本件会社解散時にあっ

ても吾妻自動車の資産運用の仕方によっては同未払退職金を支払

い得る状況にあったことは明らかである。

さらに、同５の(3)及び６の(10)認定のとおり、１９年２月２７

日又は２８日、債務超過を理由にＹ0社長が両社の解散、従業員の

解雇を通知している一方で、吾妻自動車は、飯坂吾妻に対し、同
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年１月から３月の間に、約１３２６万円もの貸付けを行っており、

この額は１５年度から１８年度の４年間に吾妻自動車が飯坂吾妻

に対し貸し付けた総額約３６３４万円の約３６．５％に当たり、

１５年度から１７年度までの３年間の貸付金累計額とほとんど変

わらないものであった。

以上からすると、吾妻自動車が未払退職金問題について、再三

の組合の要求にもかかわらず７年もの間解決しなかったことは、

真に解決する意思がなかったととらえられてもやむを得ない。そ

して、同社は、本件会社解散当時にあっても飯坂吾妻に対し多額

の資金を融通できたのである。

(ｴ) 同４の(1)イ認定のとおり、吾妻自動車は、１６年６月１６日、

国民生活金融公庫から最終弁済期を２２年４月１５日とする１６

００万円の融資を受け返済残額を約半分残していたが、さらに、

同公庫から１８年１０月１６日、２２年１１月以降を最終弁済期

とする１２００万円の追加融資を受けた。同公庫が同社に対し長

期借入金の融資を実行したことからすれば、本件会社解散約半年

前の時点において、同公庫は吾妻自動車の存続について重大な懸

念を有してはいなかったものといえる。

(ｵ) 以上(ｱ)から(ｴ)のとおり、吾妻自動車の決算状況からすれば、

同社は１９年度末において多額の欠損金を抱える状況になっては

いたが、１５年度から１８年度にかけての各年度の決算について

は、実質的には、黒字決算かわずかな赤字額の決算にとどまり、

営業収支としてはほぼ均衡する状況にあった。そして、１４年３

月から本件会社解散までの間の賃金遅配及び１２年１０月末から

継続した退職金未払問題については、吾妻自動車の資金繰りが苦
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しい状況にあったことは推測されるが、同社が事業を廃止し会社

解散をしなければならない程の必要性があったとはいえない。

イ Ｙ2相談役の再建案の作成等

両社は、吾妻自動車再建のために、Ｙ2相談役が作成した損益分岐点

等を示す試算表に基づき、本件目標期間を通じてタクシー１台当たり

月７０万円を営業収入目標とし、それが達成できない場合は吾妻自動

車を整理する旨、同相談役が組合にも説明していたのであり、本件会

社解散及び本件解雇は経営上の理由によるものであると主張する。こ

れに対し、組合は、会社整理について提示されたことも同意したこと

もなく、試算表は損益分岐点を高く見積もらせることで、同社解散を

経営的な理由による解散にするという意図があったと主張する。

(ｱ) Ｙ2相談役は、同２の(14)ないし(16）及び６の(1)認定のとおり、

約２０年前からＹ0社長個人の知人であったところ、同人に請われて

１８年４月に吾妻商事の代表取締役に就任し、タクシー事業に関与

したことはなかったが、同年６月下旬ごろ両社の相談役に就任し両

社の労使交渉等を任されていた。

(ｲ) そして、同６の(1)ないし(3)認定のとおり、Ｙ2相談役は、吾妻

自動車の再建のために、損益分岐点を６０万円とする試算表を作

成した上、未払退職金の解消等のために、本件目標期間を通じて

タクシー１台当たり月７０万円を営業収入目標とした。ところが、

Ｙ2の作成したこの試算表（乙第３８号証）では、必要経費の中に、

それまで、吾妻自動車がＹ0社長個人から無償で借りているために

計上されていなかった借地借家料等２８万円や、既に減車した車

両５台分の保険料等の経費が組み込まれていたのに対し、収入の

中には、年間約６１８万円の実績のある修理収入や約８２万円の
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自動販売機の収入が計上されていなかったなどその試算の正確さ

には問題があった。また、その試算においてすら、１台当たり６

０万円の営業収入を上げた場合には１７万４０００円の営業利益

が算出され（初審③Ｙ2４４～４７頁）、さらに、実際の営業収入の

平均が６０万円を下回っていたのに、上記ア(ｱ)判断のとおり、１

７年度決算から過年度分の福利厚生費を除けば、１７年度は実質

的に黒字決算であったし、１８年度も未払退職金債務を除けば赤

字額はわずかであった。

(ｳ) 同６の(2)、(3)認定のとおり、組合は７０万円の目標額は現実

離れしているとして経営協議会でこれが提示された後に改めて団

体交渉を申し入れ、現実離れしているが営業収入増加は賃金の増

額につながるとして目標額を目指すことを受け入れた（両社はこ

の折衝の過程で７０万円の目標額を達成できない場合は吾妻自動

車を整理する旨組合に説明していたと主張するが、これを認める

に足りる的確な証拠はない。）。そして、１７年度及び１８年度単

年度決算では、Ｙ2相談役が損益分岐点とした６０万円以下の営業

収入をもって実質的に黒字かわずかな額の赤字にとどまっていた。

したがって、上記１台当たり７０万円の営業収入を上げるという

目標は経営再建の指標としては過大なものであったといわざるを

得ない。

(ｴ) 以上(ｱ)から(ｳ)のとおりであるから、両社が主張するように、

タクシー１台当たりの営業収入が両社が主張する６０万円の損益

分岐点の額ないしは７０万円の目標額が達成されなかったからと

いって、吾妻自動車の事業を廃止し会社解散をしなければならな

い程の必要性があったとはいえない。
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ウ 以上のとおり、①吾妻自動車の決算状況は、１９年３月末には多額

の欠損金が生じており、経営政策上何らかの手立てを講じることが必

要な状況にはあったが、１５年度から１８年度の決算においては、実

質的にはほぼ収支が均衡している状況にあった。また、②Ｙ2相談役が

吾妻自動車再建のために設定した損益分岐点の額ないし目標額が達成

されなかったことは、同社の事業を廃止し会社解散をしなければなら

ない理由とはいい難い。したがって、本件会社解散当時、同社の事業

を廃止し会社解散をしなければならない程の必要性があったとはいえ

ない。

(3) 組合に対する嫌悪意思について

吾妻自動車は、従前から組合と吾妻自動車の関係は必ずしも良好では

なかったが、あえて組合に混乱を生じさせるようなことはしないし、Ｙ0

社長が自らの私財をもって組合員の未払退職金全額などの会社債務を支

払っていることは、組合嫌悪とは相反する行為であると主張する。これ

に対し組合は、Ｙ0社長及びＹ1常務の発言が示すように、同社には日常

的に強い組合嫌悪の念があったと主張する。

ア 本件会社解散に至るまでの吾妻自動車役員の発言等について

吾妻自動車役員の組合ないし組合役員に対する発言等については、

次のとおり認められる。①前記第４の３の(1)ア、イ認定のとおり、

Ｙ0社長及びＹ1常務は、７年ごろから組合との団体交渉において、度

々、「組合は嫌いだ」、「全自交は嫌いだ」、「執行部の三役は吾妻の三

悪だ」などと発言していたが、１７年１０月ごろには「Ｘ0は中核派だ

から会社を潰そうとしている」、「組合のために会社は悪くなった、権

利ばかり主張し稼ぎもしねえんだ」等と述べており、組合ないしＸ0委

員長を強く非難していた。②同２の(14)認定及び上記(2)イ(ｱ)判断の
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とおり、Ｙ0社長個人に請われて吾妻商事の代表取締役となり、その後

両社の相談役にも就任したＹ2は、その相談役就任直前の１８年５月下

旬又は６月上旬、組合の上部団体である全自交福島地本福島支部書記

長を兼務していたＸ4飯坂観光分会長に対し、組合は労働争議でうるさ

い組合で上部団体から動きをおさえることはできないのかと述べ、ま

た、Ｙ2及びＹ1常務はＸ0委員長を全自交から除名できないのかと述べ

ており、組合ないしＸ0委員長を強く嫌悪しその排除を求めている。③

同３の(2)ウ認定のとおり、１９年２月にはＹ1常務がＸ2執行委員に対

し吾妻自動車は組合のせいで潰されたなどと再び組合嫌悪の発言をし

た。④同２の(12)認定のとおり、１８年１月、Ｙ1常務とＸ0委員長と

の間で、「本社直行」をめぐり対立が生じ警察を呼ぶ事態にまで至っ

た。⑤Ｙ0社長は、本件初審結審時においても、「自分のことしか言わ

ない人達の集団では会社は脛どころか全身を囓られて死んでしまう。

組合の主張は、プロ活動家の支援による反独占資本主義、反グローバ

ル資本主義的イデオロギーが背後に潜んでいると考えられる。」（２０

年３月６日付け「被申立人準備書面(14)最終陳述、別紙Ｙ0社長陳述書」）

などと組合及びＸ0委員長に対し強い嫌悪の念を示している。

以上のことからすると、両社の経営にそれぞれ強力又は相当大きな

影響力を持つ、Ｙ0社長、Ｙ1常務及びＹ2は、本件会社解散及び本件解

雇に至るまで一貫して、組合ないしＸ0委員長に対し強い嫌悪の念を持

ち続けていたといえる。

イ 賃金遅配及び退職金未払問題をめぐる会社の対応について

(ｱ) 同２の(4)､(6)､(7)､(9)､(11)認定及び上記(2)ア(ｲ)判断のとお

り、吾妻自動車は、Ｘ0が吾妻自動車に入社して間もない１４年３

月から本件会社解散及び本件解雇まで、組合員の生活に多大な影
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響を与える月例賃金について、遅配の都度、その場しのぎともい

える異なる理由を告げ、賃金の遅配を継続した。１７年３月１日、

組合が当該遅配について福島労働基準監督署に対し申告を行った

ところ、同監督署は同年５月２３日に文書による是正勧告を行っ

たが、吾妻自動車は、本件会社解散直前に至るまで、賃金の遅配

を解消しなかった。また、上記(2)ア(ｳ)判断のとおり、吾妻自動

車は、１９年４月１３日に至るまで約７年間賃金体系の変更協定

締結による退職金の未払を継続した。

(ｲ) 同２の(13)、同６の(9)認定のとおり、１８年１月１９日、組合

は、賃金遅配の解消を図るため、福島県労委に対し１８年事件の

救済申立てを行い、吾妻自動車と組合は賃金遅配と退職金未払の

解消に努力すること等を内容とする和解協定を締結したことで同

事件は終結したが、上記(ｱ)判断のとおり、この後も吾妻自動車は

賃金遅配及び退職金未払を解消しなかった。このような紛争が継

続する中において、Ｙ0社長は、組合が行った記者会見のために１

８年事件が新聞報道されたことから、「こういう人とは一緒に仕事

はできない」と発言していた。そして、１９年２月の賃金遅配問

題に関する団体交渉においても、未払退職金及び未払賃金を支払

ったら吾妻自動車を閉鎖する旨述べ、組合とのやりとりの中で、

１８年事件の報道について、「新聞社あたりにまでまかれたのは私

の人格を否定する人達でしょ。そういう人とは一緒にやっていけ

ない」等発言していた。

(ｳ) なお、両社は、Ｙ0社長が自らの私財をもって組合員の未払退職

金全額などの会社債務を支払っていることからＹ0社長には組合嫌

悪はないと主張するが、同６の(22)認定のとおり、未払退職金に
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ついては、Ｙ0社長個人の資産に対し本件仮差押えの決定がなされ、

債権者である組合員が任意の受領に応じないため、同決定の解除

のため直ちに供託金を納付したものといえ、これは個人資産の差

押えを嫌ってのものとみられる。むしろこのように仮差押えの決

定後、短期間に同退職金債務の処理を行っていることからすれば、

本件会社解散の時期まで支払われなかったことの方が不自然であ

る。その他の債務の支払についても、当該債務についてＹ0社長個

人の土地及び建物が担保に供されていたことが推認される（乙第

１４、丙第７、２１、２６号証）ことからすると、自ら所有する

土地及び建物への抵当権の実行等の追及を嫌ってのものとみられ

る。したがって、上記主張には理由がない。

ウ 飯坂吾妻への雇入れの差別について

(ｱ) 同６の(10)及び７の(2)ア、イ認定のとおり、１９年２月２７日、

吾妻自動車従業員の給与袋には本件解雇に係る「解雇予告通知書」

が同封され、同年３月３１日付けで、組合員２４名（同年５月組

合を脱退の上、同月飯坂吾妻に雇用された１名を含む。）は同社の

他の従業員と共に全員同社を解雇された。そして、組合に残った

組合員２３名全員が飯坂吾妻への就職を希望したが、雇用された

者はいない。他方、本件初審申立時（１９年３月５日）には組合

員であったがその後組合を脱退した５名のうち、飯坂吾妻への就

職を希望した４名（運転手）、及び非組合員２７名のうち同社への

就職を希望した１６名は全員飯坂吾妻に雇い入れられたことが認

められる。

以上のように、吾妻自動車の解散後における同社従業員の飯坂

吾妻への雇入れについては、組合員と非組合員（組合脱退者を含
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む。）との間に顕著な差別的な取扱いが行われているが、両社はこ

れを正当とする理由を格別主張していない。

(ｲ) また、同６の(15)認定のとおり、 同年３月１２日に開催された、

飯坂吾妻における雇用に関する説明会において、Ｙ2相談役は「吾

妻分会（組合）の人たちに話が漏れるとまずいので、この集会の

話は他言無用にしてほしい」と組合を忌避する発言を行っている。

上記(1)判断のとおり、両社は実質的には一つの経営体として一体

的に運営され、事業の再編成も両社に関わる問題であったにもか

かわらず、飯坂吾妻の従業員のみによる同説明会を開催したこと

は、吾妻自動車に存在する組合を嫌忌し、その動きを警戒したた

めといえる。

エ 以上のとおり、両社の代表者であったＹ0社長は、かねてから組合

ないし組合の執行委員長であるＸ0に対し強い嫌悪の念を持っていた

が、１８年事件（１８年１月１９日）の救済申立て及び同申立ての

際に組合が行った記者会見を契機に、より一層その嫌悪の念を増幅

させた。また、両社の経営に相当の影響力を有するＹ1常務及びＹ2

相談役も組合を嫌悪する発言等を行っていた。さらに、両社は、吾

妻自動車の解散・解雇に引き続いて行われた被解雇者の飯坂吾妻へ

の雇入れについて、組合員と組合脱退者を含む非組合員との間で顕

著な差別的取扱いを行ったが、これは両社の組合ないし組合員に対

する嫌悪の念を明確に示したものといえる。

(4) 結論

以上からすると、両社は、本件会社解散前より長らくＹ0社長の強力な

支配力・影響力の下で、実質的に一つの経営体として運営されてきたが、

吾妻自動車にあっては、従前からの累積した多額の欠損金を抱えていた
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から、経営政策上何らかの手立てを講じることが必要であったとはいえ

る。しかし、最近の単年度決算ではほぼ収支が均衡していたとみられる

のであるから、同社の事業を廃止し解散をしなければならない程の必要

性があったとはいえない。そして、本件会社解散後の両社の事業は、飯

坂吾妻が吾妻自動車の事業の一部を引き継ぐ仕方で飯坂吾妻に集約され

て継続されているとみられるところ、かねてからＹ0社長は組合ないし組

合員の存在に対し嫌悪の念を有していたのであるから、吾妻自動車が従

業員全員を解雇し、飯坂吾妻が組合員以外の者を雇い入れる一方で、組

合員である者のみを雇い入れなかったこと（本件雇入れ拒否）は、一つ

の経営体としての両社がＹ0社長の組合嫌悪の念に基づき、吾妻自動車の

事業の一部を飯坂吾妻に事実上引き継ぎ両社の事業を実際上飯坂吾妻に

集約する施策を利用して、組合及び組合員の排除を行ったものとみざる

を得ない。

よって、両社による本件会社解散・事業の一部引継ぎを利用した本件

解雇及び本件雇入れ拒否は労働組合法第７条第１号及び第３号に該当す

る。

２ 争点２（申立事実③）（吾妻自動車が本件団交申入れに応じないことは、

労働組合法第７条第２号の団体交渉拒否に当たるか）について

(1) 会社は現在まで本件団交申入れに応じていないが、本件審査手続中で

解雇理由は説明していたと主張する。

(2) 前記第４の１０の(4)､(5)認定のとおり、吾妻自動車は、本件解雇を

争っている組合が１９年３月１８日付けで行った本件団交申入れに対

し、交渉日時については後日連絡する旨回答したにもかかわらず、交渉

日時を連絡するなど団体交渉開催に向けた行動をしておらず、また、そ

の後も本件団体交渉申入れに応じなかったことを自認している。そして、
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このように吾妻自動車が本件団交申入れに応じないことについては、同

社主張のように、本件審査手続において解雇理由を明らかにしたことが

その正当な理由となるものではなく、他にその正当な理由についての主

張、立証はない。

したがって、吾妻自動車は本件団交申入れを正当な理由なく拒否した

ものであり、労働組合法第７条第２号の団交拒否に該当する。

３ 争点３（申立事実④）（１９年３月２２日のＹ2相談役の組合員に対する

発言等は、労働組合法第７条第３号の支配介入に当たるか）について

(1) １９年３月２２日のＹ2相談役の組合員に対する発言等について、吾妻

自動車は同発言等はＹ2相談役個人としてなされたもので同社の支配介入

には該当しない等主張するのに対し、組合は同発言等はＸ3前書記長への

組合脱退勧誘及び組合役員の放逐等の発言として支配介入に該当すると

主張する。

(2) 前記第４の１(3)、６の(12)、(13)、(17)、(18)、(22)認定のとおり、

Ｘ1副委員長は組合役員を歴任し、１９年３月２日には、他の１０名の組

合員と共に未払退職金について本件仮差押えの決定を得ていたところ、

同月２２日、吾妻商事の事務所において、Ｘ3前書記長同席で、Ｙ2相談

役らとＸ1副委員長の退職金等について話合いをもった。その際、Ｙ2相

談役は、①Ｘ1副委員長に対し、本件仮差押えの申立てを取り下げて欲し

いと依頼し、両名に対し組合が不当労働行為救済申立てを行っているの

で組合を脱退しないと雇用保険を受給するために必要な離職票は発行さ

れないなどと述べた。また、②Ｘ3前書記長に対し、Ｘ0委員長を組合の

執行委員長から降ろして同書記長が執行委員長となり、組合が本件救済

申立てを取り下げてはどうかと述べた。

(3) 上記(2)①のＹ2相談役の発言内容は、労使関係が先鋭的対立をみせて
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いた状況の下で、組合を介さずＸ1副委員長に対し個別的に、未払退職金

問題に関する組合活動の一環としてなされた本件仮差押えの取下げや組

合からの脱退を求めるものである。そして、Ｘ1副委員長の組合における

経歴にかんがみると、同人が本件仮差押えを取り下げたり組合を脱退す

れば、組合の組織や活動に悪影響を与えることは明らかである。また、

上記(2)②のとおり、Ｙ2相談役の発言内容は、Ｙ0社長らが嫌悪し排除を

希求していたＸ0委員長を交代させることにより組合の本件救済申立てを

取り下げるよう組合の前書記長に求めるものである。したがって、これ

ら発言が組合の運営に支配介入するものであることは明らかである。

(4)ア 吾妻自動車は、上記(2)のＹ2相談役のＸ1副委員長及びＸ3前書記長に

対する発言は、Ｙ2相談役が個人的に行ったものであって、吾妻自動車

の行為ではないと主張する。

しかしながら、前記第４の２の(15)及び同６の(1)、(10)、(13)認

定のとおり、Ｙ2相談役は、①両社の相談役として、１８年６月下旬以

降、組合との団体交渉に出席するようになったこと、本件目標期間に

おける営業収入の目標を作成し、吾妻自動車の経営に深くかかわって

いたこと、②会社は本件解雇予告通知書をもって、従業員に対しＹ2相

談役が本件解雇に関する質問・問合せを担当する旨周知していたこと

（１号事件甲２）、③未払退職金問題の事務処理に関与していたこと

（初審②Ｙ2５７頁）が明らかである。これらの事実からすると、Ｙ2

相談役は、労働組合法第２条第１号の使用者の利益代表者としての地

位にあったといえ、同人の発言は吾妻自動車の行為として同社に帰責

されるものである。

イ また、吾妻自動車はＹ2相談役が組合員に欺罔・誘発されて発言した

と主張するが、そのような事実を認めるに足りる証拠はない。
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(5) 以上からすると、１９年３月２２日のＹ2相談役のＸ1副委員長及びＸ3

前書記長に対する発言は、組合の組織運営に対する支配介入であり、労

働組合法第７条第３号に該当する。

４ 争点４（本件バックペイを命じる場合は、組合員が解雇後に得た収入を

控除すべきか）について

(1) 組合員は、本件解雇後、他で就労したことにより収入（以下「中間収

入」という。）を得ているところ、両社は、本件バックペイに当たって

は、組合員が相当額の収入を得ている場合は、これを控除すべきである

と主張する。

(2) 不当労働行為救済制度は、労働者の団結権、団体交渉権及び団体行動

権の保護を目的とし、これら権利を侵害する使用者の一定の行為に対し、

労働委員会の裁量により、事案の内容に即した実効性のある救済を与え

ることにより、正常な集団的労使関係秩序の迅速な回復、確保を図るこ

とを目的とするものである。

不当労働行為による解雇の救済に当たっては、被解雇者に対する原職

又は原職相当職への復帰、解雇後の賃金相当額の支払（以下、「バック

ペイ」という。）、文書掲示（手交）が通常の救済方法となるが、上記不

当労働行為救済制度の目的にかんがみれば、バックペイを命じるに当た

って、被解雇組合員が中間収入を得ていた場合にこれを控除するかどう

か、控除するときはどの程度控除するかについては、当該解雇による被

解雇組合員の個人的被害の救済の観点からのみならず、組合活動一般に

対する侵害の面をも考慮し、当該解雇により侵害された集団的労使関係

秩序の回復、確保の観点からも判断する必要がある。

(3)ア 本件解雇及び本件雇入れ拒否の不当労働行為について、Ｘ1及び本件

組合員の個人的被害に着目すれば、前記第４の１１認定（別添表）の
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とおり、それら組合員２３名は、２０年末までに、１名を除きほとん

ど全員がタクシー運転手として再就職して中間収入を得ている。これ

ら再就職者については、従前の労務と同一であるという点のみをとら

えれば、中間収入を得るに当たり、従前より重い精神的・肉体的負担

があったとまでは認められず、本件解雇及び本件雇入れ拒否によって

生じた組合員の経済的不利益は、中間収入額の限度において回復され

ているとみることもできなくはない。

イ 他方、組合活動一般に対する侵害の面に着目すれば、次のような事

情が認められる。

上記組合員２３名が１９年３月末日に解雇されて以後の状況をみる

と、同年末までの９か月間においては、再就職して中間収入を得た者

は１２名であり、半数近くの１１名は再就職をなし得ず、中間収入を

得ていない。タクシー運転手は一般的には比較的再就職が容易ではあ

るものの、同６の(11)認定のとおり、吾妻自動車の会社解散・本件解

雇が、マスコミ等でも取り上げられ、それら経緯を十分承知している

福島市地域における事業主を相手に就職活動を行わなければならない

状況にあったことからすれば、同組合員が再就職に至るのは必ずしも

容易ではなかったと推認できる。

また、再就職した者の中間収入の額を従前の収入（１９年は吾妻自

動車において同年１月から同年３月に得ていた１か月当たりの賃金の

平均額の９か月分、２０年は１年分）と比較すれば、１９年末までの

間において従前の収入に匹敵する収入を得た者は１名にすぎず、他の

者は、従前の収入に比してはるかに少ない収入を得ているにすぎない。

また、２０年の一年間をみても、再就職者２２名のうち１０名は中間

収入額が従前の収入の６割に満たず、従前の収入を超えた収入を得て
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いる者は３名にすぎない。

さらに、本件解雇及び本件雇入れ拒否の不当労働行為は、会社解散

による全員解雇という形をとりつつ、吾妻自動車の事業の一部を引き

継いだ飯坂吾妻において非組合員及び組合脱退者のうち希望者は全員

を再雇用しながら、組合にとどまった組合員２３名全員の再雇用を拒

否するという態様において行われたものである。本件組合員らは、こ

のような本件解雇及び本件雇入れ拒否の態様により、組合に所属して

いる限り、吾妻自動車及び飯坂吾妻における雇用が保障されないこと

を痛感させられ、組合活動を継続する意思を大きく萎縮させられたも

のと推認される。

また、本件解雇及び本件雇入れ拒否は、吾妻自動車の職場を拠点と

して活動を行ってきた組合及び本件組合員らの組合活動の場を失わせ

るものであって、組合に重大な打撃を与えたことは言うまでもない。

以上のように、本件解雇及び本件雇入れ拒否は組合活動一般に対し

極めて重大な制約的効果を与えたものであり、これを中間収入控除の

是非、程度において十分考慮に入れることは、集団的労使関係秩序の

回復、確保のためには是非とも必要であると考えられる。

(4) 以上を総合すれば、従前の収入に達していない中間収入を得ていた者

については、本件バックペイの額から中間収入の額を控除することは相

当とはいえない。したがって、中間収入の額が従前の収入を明らかに上

回るｐ、ｂ及びＸ3の３名については、中間収入の額をも考慮して２０年

分の本件バックペイの額からその１割に相当する額を控除できるとする

ことが相当である。

５ 救済方法について

(1) 飯坂吾妻を名宛人とする救済命令について
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飯坂吾妻については、申立事実①に係る救済方法が問題となるところ、

両社の一体性や、飯坂吾妻が吾妻自動車の事業の一部を引き継ぎつつ吾

妻自動車の従業員で飯坂吾妻への採用を希望した者のうち、組合員以外

の者のみ採用したことにかんがみ、主文第１項ないし同第３項のうち飯

坂吾妻に係る行為を命じるのが相当である。

(2) 吾妻自動車を名宛人とする救済命令について

ア 法律上の実現可能性について

吾妻自動車は、同社が解散したことを根拠に、本件バックペイ及び

文書手交は、清算の目的の範囲外であって、法律上実現不可能である

と主張する。

しかしながら、仮に、吾妻自動車が所要の手続に従って解散したも

のであるとしても、同社の法人格は清算の目的の範囲内で存続してい

るといえる。そして、１９年４月１日（本件解雇翌日）から飯坂吾妻

で現実に就労する日までのバックペイ（本件バックペイ）及び申立事

実①、③及び④に係る文書手交は、清算事務といえるものであり、清

算の目的の範囲内であるといえる。

したがって、吾妻自動車が解散していることを考慮してもなお同社

において、本件バックペイ及び文書を手交することは法律上実現可能

であるから、上記主張には理由がない。

イ 事実上の実現可能性について

吾妻自動車は、本件解散前から賃金を遅配しており、資金繰りに窮

していたのであって、本件清算により財産の処分を全部終了している

から、事実上、本件バックペイを履行することが不可能であると主張

する。

しかしながら、前記第４の１の(1)エ、６の(20)認定及び上記１の(1)
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イ(ｱ)判断のとおり、吾妻自動車は、本件会社解散後約５２７９万円

の債権を回収したがその使途は不明であり、さらに当委員会が同社清

算ほぼ半年後に法律上の保管義務がある清算手続の関連資料（取引契

約書、領収証等）を求めたのに対し、「代金・回収方法について、清

算事務結了に伴う書類・帳簿類処分のため、明確な証拠は発見できな

い」という理由で提出しなかったこと、Ｚに対する飯坂吾妻の株式の

譲渡代金は回収がなされないまま放置されているに等しいこと等に照

らすと、清算結了登記がなされている事実を踏まえても、同社にはい

まだ残余財産が存する可能性は否定し難く、本件解雇後の賃金相当額

について飯坂吾妻と連帯して支払うことに関し事実上の実現可能性が

ないとまではいえない。

そして、本件救済申立ては、両社による組合ないし組合員排除の意

図をもってなされた本件解雇及び本件雇入れ拒否に対する救済等を求

めるものであるから、飯坂吾妻のみならず、吾妻自動車を名宛人とし

た救済命令を発するのが、これら行為により侵害された集団的労使関

係秩序の回復に資するものといえる。

したがって、主文第１項ないし同第３項のうち吾妻自動車に係る行

為を命じるのが相当である。

ウ なお、両社は、初審命令主文の不明確性を論難するが、本命令の主

文においては命じる行為の内容は十分明らかであると思料する。

６ 結語

以上のとおりであるから、初審命令主文を主文のとおり変更することと

し、労働組合法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働

委員会規則第５５条に基づき、主文のとおり命令する。
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平成２１年９月１６日

中 央 労 働 委 員 会

会 長 菅 野 和 夫 ○印


